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はじめに 

 

自治会役員及び会員の皆さまには日ごろから、自治会活動への

ご参加・ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

自治会長の皆さま方には会員に自治会活動への積極的な参加を

促すなど、地域のまとめ役としてご尽力を頂いており、改めて敬

意を表するとともに心より感謝申し上げます。 

さて、全国的な課題となっている自治会加入率の低下につきま

しては、本市においても例外ではなく、年々減少傾向にあり、若い

世代の自治会離れや高齢者の退会者増加、役員の担い手不足等自

治会の事業を進めていくこと自体が難しくなってきているという

課題を抱えております。 

自治会の活性化と加入促進に向けた取り組みとして、様々なイ

ベントや各地区の日々の活動において加入促進を行っており、ま

た、令和４年度は自治会員専用割引（Ｊｉｃｈｉ Ｐａｓｓ）の施

設等の充実や専用ホームページの開設などに取り組みました。 

過去３年間は、新型コロナウイルス感染症の影響により本来の

自治会活動が思うようにできない一方、「新しい生活様式」に対応

した取り組みを各自治会で実践していただきました。今後も引き

続き自治会として「新しい生活様式」に対応した取り組みが必要

になると感じております。 

自治会長をはじめとした自治会役員及び会員の皆さまにおかれ

ましても、今後とも自治会活動、地域活動にご尽力を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 

相模原市自治会連合会  

    会 長  竹 田  幹 夫  
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１ 自治会の主な活動 
（１）防災活動 

地区防災計画等に基づき、大地震や風水害など様々な災害の危険性を考慮しながら、

地区における防災力を高める活動を行っています。 

 

 

 

  

  ○自主防災組織の設置 

 災害時に活動する自主防災組織を地区自治会連合会や多くの単位自治会で組織し

ています。 

  この自主防災組織は、初期消火や避難誘導、炊き出しなどの防災訓練や防災物資

の備蓄を行うなど、地震や風水害などの災害に備えています。 

○避難所運営協議会の設置 

大規模な災害が発生したときは、自宅での生活が困難となる被災者の地域の拠点

として、小中学校等が避難所として開設されます。 

この避難所を少しでも円滑に運営できるように、自治会や学校長、避難所担当市

職員などによる避難所運営協議会を設置し、平常時から避難所運営に関する協議や

必要な訓練を行っています。 

  ○災害時要援護者避難支援 

    災害が発生した場合、災害時要援護者の避難支援活動を迅速に行うためには、日

頃から近隣の身近な人たちによる取組が重要となるため、平常時から要介護者や障

害のある方などの災害時要援護者の所在情報の把握を行い、災害発生時の安否確認

などの避難支援活動のための体制づくりを進めています。また、「災害時要援護者避

難支援事業」に関する協定を市と締結し、本人の同意の下、市が保有している災害

時要援護者の情報を得ることにより所在を把握するなどの取組を進めている自治会

もありますので、是非ご活用ください。 

    災害時要援護者の避難支援活動に取り組む際の参考として、「相模原市災害時要援

護者避難支援ガイドライン」や「災害時要援護者避難支援取組の手引き・事例集～

地域で取組を進めましょう～」があります。 

（市のホームページにも掲載されています。） 

●お問い合わせ担当課（災害時要援護者避難支援事業） 
生活福祉課 ℡ ０４２－８５１－３１７０ 

※防災マイスター制度について 

自治会における防災活動の場に、防災講座等の講師として防災マイスターを派遣     

します。原則１０名以上の団体であればどなたでも受講できますので、是非ご活用   
ください。 
●お問い合わせ担当課（防災マイスター制度） 

危機管理課 ℡ ０４２－７６９－８２０８ 
 

※「地区防災計画」 

 まちづくり区域を１単位とした市内２２地区において、自治会等を中心に構成された

検討組織により策定された防災計画のことです。 

Ⅰ 運営編 

相模原市ＨＰ 
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（２）防犯・交通安全活動 

空き巣やひったくり、つきまといなどの犯罪防止や子どもたちの交通安全などの地

域の安全・安心を確保するための活動を行っています。 

○防犯灯の設置場所の選定など 

  市内に設置されている防犯灯は、一部（自治会が管理するもの等）を除き、平成

２８年度から、市が電気料金の支払いや維持管理、新たな防犯灯の設置などを行っ

ています。自治会は新たな防犯灯の設置場所の選定、不点灯や故障などの見回りや

発見した場合の連絡などを行っています。 

  なお、引き続き自治会等が維持管理を行う防犯灯については、自治会等が電気料

金の支払いや電球が切れた場合の交換を行っています。 

○防犯カメラの設置、維持管理 

  防犯カメラの設置や設置後の維持管理を行っています。 

○防犯パトロール 

  夜間パトロールやワンワンパトロール、青色回転灯を装備した車両（青パト）を

利用したパトロールなど、自治会、地域ごとに特色のある防犯パトロールを行って

います。 

○防犯・交通安全キャンペーンの協力 

警察署や市、防犯協会、交通安全協会などが行うパトロールや啓発活動に協力し

ています。 

○児童登下校時の見守り 

登下校時間に合わせ、通学路に立って児童の見守り活動をしています。 

  ○高齢者の見守り 

特殊詐欺（オレオレ詐欺・キャッシュカードに関する詐欺など）や悪質商法など

の被害から高齢者を守るため、見守りや啓発活動を行っています。 

  ○落書きの見回りや消去活動 

落書きの状況調査と市への報告、消去が容易な落書きの消去、落書きの防止の啓

発活動などを行っています。 

  ○安全・安心まちづくり推進協議会支部の設置 

地区自治会連合会単位に設置しています。地区内の関係団体を構成員として、地

区内の防犯・交通安全活動などを行っています。 

○防犯・交通安全啓発看板・電柱幕の設置及び維持管理 

    地区内の防犯・交通安全のために、各区安全・安心まちづくり推進協議会が作成

した防犯・交通安全啓発看板・電柱幕の設置及び維持管理を行っています。 

  ○空き家の現状把握 

適正な管理がされていない空き家の現状把握や定期的な見守り、市への状況報告

などを行っています。 
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（３）環境美化活動 

   ごみの出し方や地域内の清掃活動を通じて、自分たちが住んでいる地域を美しく保

つための活動を行っています。 

○ごみ・資源集積場所の設置、清掃 

ごみ・資源集積場所の新設や移設、廃止に関する届出や清掃を行っています。 

○ごみの出し方の周知 

ごみ･資源集積場所への看板の掲出や「ごみと資源の日程・出し方」冊子の配布な

どを行っています。 

○廃棄物減量等推進員と廃棄物減量等推進協力員の推薦 

    ごみの減量化・資源化等については、行政だけでなく、市民一人ひとりの自覚と

協力が不可欠であり、地域ぐるみの積極的かつ主体的な活動が必要です。 

    毎年、各自治会から「廃棄物減量等推進員」と「廃棄物減量等推進協力員」をご

推薦いただき、廃棄物減量等推進員が主体となり、地域の実情に合った分別の推進

やごみ・資源集積場所の美化・管理等をお願いしております。 

○地域清掃の実施 

毎年５月３０日の「きれいなまちづくりの日」事業の一環として、地域の道路や

公園、日ごろ利用しているごみ・資源集積場所を清掃する地域清掃を行っています。

（実施日は各自治会で決めています。） 

○公園・広場の清掃や景観美化活動 

公園や広場を街美化アダプト制度により清掃するほか、道路の清掃や広場の花壇

づくりなどを行っています。 

 

（４）地域福祉活動 

   高齢者や子ども、障害のある方々等が、住みやすい地域にするための活動を行って

います。 

  ○募金などへの協力 

赤十字社員増強運動や相模原市社会福祉協議会賛助会員の募集、赤い羽根共同募

金等の募金活動や啓発に協力しています。 

○地区社会福祉協議会への協力 

地域福祉を中心的に担う地区社会福祉協議会の理事や会員として、活動へ参加し

協力をしています。 

○福祉活動の支援 

民生委員・児童委員やボランティアが行う「ふれあい・いきいきサロン」などへ、

自治会集会所を貸し出し、活動の場の提供を行うなど福祉活動を支援しています。 

 

（５）広報・啓発活動 

   地域の皆さんに必要な地域の情報や、市役所をはじめとする行政機関からの情報を

お知らせする活動をしています。 

○自治会の広報の発行 

自治会の活動内容を会員へお知らせするために、「自治会報さがみはら」を発行し

ています。 

地区自治会連合会が地区内の催し物の開催を中心にお知らせする「地域情報紙」

を、毎月１回発行しています。 

○回覧や会報の配布 

自治会に回覧・掲示物等送付先情報担当者を設置し、市役所をはじめとする行政

機関からのお知らせや、子ども会の情報などを回覧や会報を通じてお知らせしてい
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ます。 

○自治会掲示板の設置・維持管理 

ポスターなどを掲出するための掲示板を自治会が設置し、管理しています。 

 

（６）親睦・ふれあい活動 

   地域に住んでいる皆さんが繋がりを持ち、楽しく過ごすための活動を行っています。 

○親睦事業の実施 

  ふるさとまつりや夏まつり、どんど焼き、レクリエーション大会、運動会などの

地域の方々が触れ合うことができる場づくりを行っています。 

○子どもの広場の設置 

地域の子どもたちの遊び場や地域活動の場を確保するため、自治会が管理運営す

る広場を設置しています。 

○活動団体の支援 

子ども会や老人クラブなど、自治会内の活動団体を支援しています。 

 

（７）各自治会で特色のある活動 

   防災、防犯・交通安全、環境美化、地域コミュニティなどの活動において、自治会

ごとに特色のある活動をしています。 

   例えば・・・ 

   ◆夜間に行う防災訓練 

◆青パトを活用した防犯パトロール活動 

 ◆犬の散歩や買い物などの日常生活時に腕章やベストを着用して行うパトロール活

動 

 ◆高齢者などの歩行困難者への送迎活動 

 ◆ホームページの開設 

 ◆趣向をこらした夏祭りの開催 

※詳しくは、市自治会連合会ホームページをご覧ください。 

 

市自治会連合会ＨＰ 
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２ 相模原市の自治会組織 

  相模原市の自治会組織は大きく分けて、３つの段階から成り立っています。 
（１）単位自治会 

   市内には５８９（令和４年４月１日現在）の単位自治会があり、約１７万世帯の方々

が加入しています。これらの単位自治会は、さらに班や組などに分かれています。 
   単位自治会では、その規模や地域特性などに合わせた様々な活動を行っています。 
 
（２）地区自治会連合会 

   単位自治会が集まって１つのブロックをつくり、地区自治会連合会が形成されてい

ます。地区自治会連合会は、市内２２地区（緑区：橋本・大沢・城山・津久井・相模

湖・藤野、中央区：小山・清新・横山・中央・星が丘・光が丘・大野北・田名・上溝、

南区：大野中・大野南・麻溝・新磯・相模台・相武台・東林）に設立されており、それ

ぞれがふるさとまつり、地区防災訓練、各種研修会の開催や、定期的に自治会長会議

を開催するなど、地区の課題解決や地域活性化のための活動や協議、意見・情報交換

などを行っています。 
   なお、地区自治会連合会の事務局支援を行うため、地域活力推進員（市の会計年度

任用職員）が配置されています。勤務日は地区により異なりますが、原則、月曜日か

ら土曜日の間の５日間です。 
 
（３）相模原市自治会連合会 

   市内の地区自治会連合会会長２２名が理事となり、相模原市自治会連合会が形成さ

れています。市自治会連合会では、自治会に共通する問題についての調査研究を行い、

行政や関係機関との連絡調整、協議を行う執行機関としての役割を担っており、毎月

１回理事会を開催しています。 
また、専門部会として、総務部会、広報部会、防災安全部会を常設するとともに、

必要に応じて特別部会を設置（令和４年度から加入促進部会を設置）し、自治会員へ

の福利厚生や広報、防犯・防災への取り組みなどを行っており、部会は、理事と各地

区自治会連合会で選出された部会員で構成されています。 
なお、事業計画や予算の決定、決算を承認する議決機関として、地区自治会連合会

から加入世帯数により選出された委員による総会を毎年開催しています。 
 

○各区の連絡会 
区ごとの連合組織は設置していませんが、各区内の連絡調整や課題などについて

検討するため、各区に属する理事により構成する各区連絡会を設置しています。 
この連絡会で話し合われたことは、理事会へ報告し、決議事項は理事会の承認を

得ています。 
○委員の選出数（地区自治会連合会の加入世帯数による） 
  ５，０００世帯未満           ・・・ ４名 
  ５，０００世帯以上１０，０００世帯未満 ・・・ ５名 
 １０，０００世帯以上１５，０００世帯未満 ・・・ ６名 
 １５，０００世帯以上           ・・・ ７名 
○部会員の選出 
  地区自治会連合会ごとに選出された委員より１名を選出しています。 
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◎相模原市の自治会組織 

 
 

相模原市自治会連合会 
○ ２２名の理事で構成 
○ 総会により事業計画・予算等を決定 
○ 専門部会の活動（自治会報さがみはらの発行など） 

総務部会  広報部会  防災安全部会  加入促進部会（特別部会） 

○ 事務所の所在 中央区富士見６－６－２３ けやき会館３階 
 
○ 区ごとの連絡会による連絡調整（各区の属する理事により構成） 

緑区連絡会   中央区連絡会   南区連絡会 

※連絡会の結果は理事会へ報告 
※決議事項は理事会の承認を得る 

地区自治会連合会 
○ 市内２２地区に設置 
 ・緑区 ：橋本、大沢、城山、津久井、相模湖、藤野 

・中央区：小山、清新、横山、中央、星が丘、光が丘、大野北、田名、上溝 
 ・南区 ：大野中、大野南、麻溝、新磯、相模台、相武台、東林 
○ 地区内の自治会により構成 
○ 自治会長会議、各種研修、ふるさとまつりの開催など 
○ 市自治会連合会の理事、委員、部会員の選出 
○ 事務局の所在 各まちづくりセンター内 

※中央６地区まちづくりセンター所管の小山、清新、横山、中央、星が丘、

光が丘地区は、各公民館内 

単位自治会 
○ 市内に５８９の単位自治会が組織 
○ 一定の地域に住む加入世帯により構成 
○ 防犯、防災、環境美化や夏祭りなどの地域コミュニティ活動を実施 

主に単位自治会長が地区自治会連合会の構成員として選出 

地区自治会連合会長が市自治会連合会の理事として選出 
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３ 自治会活動の主な助成制度など 

（１）自治会等活動推進奨励金 

 自治会の活動に対する支援として、市から「自治会等活動推進奨励金」が交付され

ています。 

 奨励金については、市から市自治会連合会に一括交付され、市自治会連合会から地

区自治会連合会へ、地区自治会連合会が単位自治会へ交付しています。 

 交付金額については、自治会等に対する均等割と加入世帯数などにより算定されま

す。 

●お問い合わせ担当課・・・ 市民協働推進課 

 

（２）自治会掲示板活用促進事業 

   地域や行政からの情報を周知するためのポスター等掲出用の自治会掲示板が、自治

会に交付されています。 

掲示板及び交換用板の配布については、地区自治会連合会で調整、取りまとめの上、

市自治会連合会が市へ申請しています。 

   なお、掲示板の設置や板の交換作業、設置後の維持管理は各自治会で行うことにな

ります。 

   掲示板及び交換用板が必要な自治会におきましては、地区自治会連合会の取りまと

めの際にお申し込みください。 

●お問い合わせ担当課・・・ 市民協働推進課 

 

（３）自治会集会所建設等に関する制度 

○自治会等集会所建設補助金 

  集会所の建設等にかかる費用の一部を補助する制度です。 

    補助金の交付については、事業年度の前年度の５月末までに事前協議書を提出す

る必要があります。補助金の交付には制限がありますので、計画の早い段階で所管

する担当課へご相談ください。 

    また、用地購入や建物の取得については、法務局へ登記するため、自治会を法人

化する必要があります。自治会法人化については、１４ページをご覧ください。 

    なお、自治会集会所として取得した土地や建物の固定資産税・都市計画税は、申

請により減免されます。 

   ◆自治会等集会所建設補助金の概要 

    ・集会所用地を購入する場合…購入金額の２分の１以内（対象限度面積２００㎡） 

・建物を新築、増築、改築または、住宅を購入する場合… 

     建築費または購入費の２分の１以内 

（対象限度面積１４０㎡、対象限度単価１４万円／㎡） 

・マンション等の１室を区分購入する場合… 

  購入費の２分の１以内（対象限度面積１４０㎡） 

・バリアフリー改修を行う場合… 

  工事費の３分の２以内（補助対象限度額３００万円、補助限度額２００万円） 

・修繕を行う場合… 

  工事費の２分の１以内（補助対象限度額５００万円、補助限度額２５０万円） 
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・太陽光発電システムを設置する場合… 

  設置費の２分の１以内（補助対象限度額４００万円、補助限度額２００万円） 

 （注）太陽光発電システムを導入し、売電を行った場合「収益事業」となり、法人 

税が課税されます。詳細は課税担当部門（市民税課、相模原県税事務所、 

国税局電話相談センター）にご確認ください。 

     

 

 

 

 

○自治会集会所建設資金融資 

    自治会が集会所を建設する際の補助に合わせ、市が契約する金融機関から融資を

受けることができる制度です。 

    融資制度を利用する場合は、自治会等集会所建設補助金と合わせて、所管する担

当課へご相談ください。 

   ◆自治会集会所建設資金融資制度の概要 

    融資期間１０年以内、年利率２％、元利均等月賦返済 

    金融機関 相模原市農業協同組合、神奈川つくい農業協同組合、きらぼし銀行 

○自治会集会所賃借料補助 

  自治会が有償で借りる集会所及び集会所用地について、１０年以内に集会所を取

得する計画がある場合、原則１０年間を限度に補助金が交付されます。 

  集会所及び集会所用地を賃借する計画段階で所管する担当課へご相談ください。 

  なお、市有地を賃借する場合は、すでに賃借料の２分の１が減免されていますの

で補助金の対象にはなりません。 

 ◆自治会集会所賃借料補助制度の概要(自治会が取得を予定している場合に限る) 

  集会所用地の借地 地代の２分の１（対象限度面積２００㎡） 

  集会所の借家 家賃及び礼金の２分の１ 

（対象限度面積１４０㎡、対象限度単価１ヶ月あたり２，４５０円／㎡。 

礼金は１契約当たり２，４５０円／㎡の２ヶ月分。） 

●お問い合わせ担当課 

・橋本、大沢地区・・・         橋本まちづくりセンター 

・城山、津久井、相模湖、藤野地区・・・ 各まちづくりセンター 

・中央区内・・・            中央６地区まちづくりセンター 

・南区内・・・             南区役所地域振興課 

・制度について・・・          市民協働推進課 

 

（４）子どもの広場助成制度 

   子どもの身近な遊び場として、自治会などが土地所有者から無償で土地を借りて設

置する「子どもの広場」の設置費や整備費、撤去費に対して補助金の交付等がされま

す。 
   また、子どもの広場として借りる土地の固定資産税・都市計画税については、減免

を受けることができます。設置や整備、撤去する前に必ず、担当課へご相談ください。 
○整備費の補助 

   ◆補助対象 
    機械導入による整地、遊具・看板・外柵・防球ネット・便所・水飲み場等の設置、

修理及び撤去 
   ◆補助率…必要経費の２分の１（１，０００円未満切り捨て） 

※「さがみはら地球温暖化対策協議会」では、既に設置している自治会館の太陽光発電

システムの発電データ等を収集していますので設置の参考に情報提供することがで

きます。 

●お問い合わせ先：さがみはら地球温暖化対策協議会 ℡ 042-753-9550 
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   ◆補助限度額…３０万円 （注）毎年度１回申請できます。 
  ○砂の補充 
    広場の砂を無償で補充しています。 

各子どもの広場につき年に１回、最大１０㎥まで可能です。砂は、砂場用と、広

場用の２種類を用意しています。なお、砂ならしや整地等は管理団体にお願いして

おります。詳しくは担当課までお問い合わせください。 

●お問い合わせ担当課・・・ こども・若者支援課 ℡０４２－７６９－８３７０ 
 

（５）街美化アダプト制度 

街美化アダプト制度は、自治会など地域の皆さんと市が役割分担をし、両者の合意

に基づき、花植えや清掃などの美化活動を継続的に進める制度です。 

アダプトとは、「養子縁組をする」という意味で、公園や緑地・道路などを養子のよ

うにいつくしみ、世話するところから名付けられました。 

清掃や除草、花植え活動などを行う団体は、作業用具等を購入するための活動支援

費の支給のほか、市民活動サポート補償制度の適用などの支援を受けられます。 

 ●お問い合わせ担当課 

  ・公園・・・         公園課 ℡ ０４２－７６９－８２４３ 

  ・児童遊園・・・ こども・若者支援課 ℡ ０４２－７６９－８３７０ 

  ・緑地・・・     水みどり環境課 ℡ ０４２－７６９－８２４２ 

  ・道路・・・      緑土木事務所 ℡ ０４２－７７５－８８１８ 

            津久井土木事務所 ℡ ０４２－７８０－１４１７ 

             中央土木事務所 ℡ ０４２－７６９－８２６２ 

              南土木事務所 ℡ ０４２－７４９－２２１１ 

  ・河川・・・         河川課 ℡ ０４２－７６９－８２７３ 

  ・城山、津久井、相模湖、藤野地区の公園・緑地・・・ 

            津久井地域環境課 ℡ ０４２－７８０－１４０４ 

  ・橋本、相模原、相模大野駅付近のポイ捨て禁止重点地区・・・ 

             資源循環推進課 ℡ ０４２－７６９－８３３４ 

・ふれあい広場・・・ 市民協働推進課 ℡ ０４２－７６９－８２２６ 

 

（６）集団資源回収奨励金 

   自治会や地域の子ども会、ＰＴＡ、老人クラブなどの団体が、家庭から出るびん類

（ビールびんや一升びんなどのリターナブルびんのみ）、かん・金物類、紙類（新聞、

雑誌、段ボール、紙パックのみ）、布類を資源として自主的に回収し、取扱業者などに

引き渡す地域のリサイクル活動です。 

   この活動に対し、市では、回収量１kg あたり 7 円の奨励金を交付していますが、奨

励金を受けるには、実施団体の登録が必要です。 

   実施団体の登録などについては、資源循環推進課にお問い合わせください。 

●お問い合わせ担当課・・・ 資源循環推進課  ℡ ０４２－７６９－８２４５ 

   

（７）自主防災組織活動事業費補助金 

   地震や火災などから生命や財産を守るために「自分たちのまちは、自分たちで守る」

という自主防災の組織的対応のもとで、地域の人々が協力しあって災害に備えること

が必要です。 

   防災という共通の目的を持って結成される単位自主防災組織、地区連合自主防災組

織の育成と防災体制の充実を図るために、補助金が交付されます。 

   訓練などの活動に要する経費が対象となり、補助率は２分の１（１，０００円未満
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切り捨て）で、補助金交付申請額は各地区に配分された予算額を元に、上限額（原則

２０万円）の範囲内で定めます。 

※補助金交付申請は、９月末までに各区役所地域振興課、各まちづくりセンター（小

山・清新・横山・中央・星が丘・光が丘地区は各公民館）、または近くの消防署所へ

提出してください。令和２年度から、当該補助金は概算払いとなりましたので、請求

書は交付決定通知書受領後速やかに提出してください。 

実績報告書は２月末日までが提出期限ですが、２月１５日以降は、直接各区役所地域

振興課へ提出してください。 

●お問い合わせ担当課・・・ 各区役所地域振興課 

 

（８）避難所運営協議会活動事業費補助金 

   災害時に市が開設する小中学校等の避難所の運営を担う避難所運営協議会が防災力

の充実を図るために、避難所運営訓練等を行う場合に補助金が交付されます。 

   当該訓練等に要する経費が対象となり、補助限度額は１０万円となります。 

  ※補助金交付申請は、９月末までに各区役所地域振興課、各まちづくりセンター（小

山・清新・横山・中央・星が丘・光が丘地区は各公民館）、または近くの消防署所へ

提出してください。請求書は交付決定通知書受領後速やかに提出してください。 

実績報告書は２月末日までが提出期限ですが、２月１５日以降は、直接各区役所地

域振興課へ提出してください。 

●お問い合わせ担当課・・・ 各区役所地域振興課 

 

（９）地域活性化事業交付金 

地域の団体の自主的な活動による課題解決や地域の活性化に資する事業が交付対象

になります。申請事業の内容について、まちづくり会議の意見を聴き、参考とした上で

区長が交付の可否を決定します。 
なお、自治会加入促進や担い手育成、参加者増加、活動団体間の連携強化、まちづく

り会議が提示した課題を視点とした事業は優先的な対象事業となります。 

自治会及び地区自治会連合会についても、地域の課題解決や地域の活性化に資する

事業で、市の他の補助制度の対象にならない場合は、交付対象になります。 
交付金は、同一の事業に継続して交付する場合は３年を限度とし、事業に要する経

費の１０分の１０以内で交付されます。ただし、事業実施に必要となる１万円を超え

る財産（備品等）の購入については、購入費の３分の２以内の交付となります。 
   詳しくは、申請前に各まちづくりセンターにご相談ください。 

●お問い合わせ担当課・・・ 各地区のまちづくりセンター 

 

（10）防犯活動物品補助金 

市では、防犯パトロールなど防犯活動に必要な物品を購入する経費の一部を補助し、

皆様の防犯活動を支援しています。 

○補助内容・対象 

◆補助率及び限度額 

予算の範囲内で防犯活動に必要な物品購入費の２分の１を補助します。 

ただし、限度額は５万円です。 

◆補助対象物品…帽子、ブルゾン、腕章、合図灯、懐中電灯など 

※当年度中に購入する物品であること 

※帽子、ブルゾン、腕章などは緑色を基本とし、「防犯」、「パトロール」と表示さ 

れていることが望ましい 

○補助対象団体 
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   ◆５名以上で構成され毎月定例的に防犯活動を実施する団体 

◆当年度において、県、警察、市、防犯協会、安全・安心まちづくり推進協議会等か 

ら防犯活動物品の購入に係る補助金を受けていない団体 

◆防犯モデル地区運営費補助金及び防犯活動物品購入支援事業補助金を過年度に受 

けていない団体（過年度に補助を受けた団体も２次申請は可） 

   ◆物品購入後の申請は補助対象外となります。 

○申請受付期限 

   １次申請 令和５年６月１日（木）から 令和５年７月３１日（月）まで 

   先着順（予算額に達したところで締切りとさせていただきます。） 

※１次申請の申込み状況により、１次申請期間終了後、２次申請の受付をする場合 

があります。 

○申請方法 

  補助申請に必要な書類を送付しますので、交通・地域安全課または、お住まいの区の 

地域振興課までご連絡いただき、申請期間中に書類を提出してください（郵送可）。 

○補助申請書類 

補助金等交付申請書、事業計画書、補助金概要調書、収支予算書、支払金口座振替 

依頼書、見積書の写し 

※事業終了後に実績報告書、領収書の写し等の書類提出が必要となります。 

●お問い合わせ担当課（書類提出先）・・・ 交通・地域安全課、各区役所地域振興課 

 

（11）防犯カメラ設置費補助金 

   自治会または地域住民等で組織された防犯活動団体に対し、防犯カメラの設置に要

する経費の一部を補助します。詳しくは交通・地域安全課にご相談ください。 

  ○補助内容・対象等 

   ◆補助対象経費 

    防犯カメラ及び附属機器の購入、設置工事等に要する経費 

    ※令和５年度から、次の防犯カメラも対象とします。 

①これまでに補助を受け設置した防犯カメラで機能強化（撮影範囲の拡大等） 

を伴う更新での設置 

②契約終了時に所有権移転するリースでの設置 

    ※いずれの場合も、保守点検費用、修理費用及び電気料金等の維持管理費は対象

外となります。 

   ◆補助率及び限度額 

予算の範囲内で補助対象経費の１０分の９及び１２万円のいずれか低い額を補助 

します。※カメラ１台ごとに計算します。 

◆補助上限台数 

    １団体あたり５台まで ※５台全て補助されるとは限りません。 

   ◆交付条件 

    ・不特定多数の人が利用する道路をメインに撮影し、地域における犯罪の防止を 

目的に設置された防犯カメラであること。 

    ・防犯カメラの設置について、設置場所の使用許可及び周辺住民の承認が得られ 

ていること。 

    ・相模原市防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン（平成２８年３月３ 

１日策定）に沿った適切な設置及び運用を行うこと。 

〇補助対象団体 

   自治会など、地域住民等で組織された継続的に防犯活動を行う団体 
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 ○申請方法 

   交付申請の前に、設置場所、設置時期及び撮影範囲等について事前の協議が必要と 

なりますので、「事前協議書」を作成し、受付期間内に、直接か郵送で、交通・地域 

安全課まで提出してください。 

◆提出書類 

    補助金等事前協議書、設計書または仕様書（関連機器の構成がわかるもの）、防犯 

カメラの設置場所を明記した図面、見積書 ※全て写し可 

   ◆事前協議書受付期間 令和５年４月３日(月)から令和５年７月３１日(月)まで 

●お問い合わせ担当課・・・ 交通・地域安全課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交通安全教室・防犯講習会 

市では、防犯交通安全指導員による交通安全教室及び防犯講習会を開催しています。 

交通事故を一件でも減らすため、また、家族や地域を犯罪から守るために是非ご利用ください。 

 
 ○開催日時       ：原則平日の午前１０時から１１時３０分、午後２時から４時 
 ○開催場所       ：地域の広場、自治会館、公民館等 

 ○交通安全教室の主な内容：講話、ＤＶＤ上映、自転車実技、旗振り指導等 

 ○防犯講習会の主な内容 ：講話、ＤＶＤ上映、空き巣・ひったくり対策、 

              特殊詐欺等対策、高齢者や子ども向けの防犯指導等 

 ○申込方法       ：交通・地域安全課へ連絡してください。 
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４ 自治会に関わる制度など 

（１）市民活動サポート補償制度 

市では、市内でボランティア活動を行う皆さんを対象とした保険に加入しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治会活動中に万が一事故が発生したときは、 

市民協働推進課まで速やかにご連絡ください。 

（損害賠償事故は、現場写真の撮影もお忘れなく！） 

補償内容の詳細や手続きの流れは、サポート補償制度の手引きをご覧ください。 

●お問い合わせ担当課・・・ 市民協働推進課 

 

（２）認可地縁団体（自治会法人化） 

自治会名義で不動産登記ができないことによる財産上のトラブルを解消するため、

平成３年に地方自治法が改正され、市町村長の認可により自治会が法人格を取得して、

不動産登記ができるようになりました。 
また、令和３年度の地方自治法の改正により、不動産を保有していない、または保有

する予定がない場合であっても、一定の手続きを行うことで法人格を取得することが

可能になりました。 
   認可申請には、法人格を取得する前の自治会の規約に基づいて開催される総会に諮

り、「法人格を取得するための認可を受ける」という意思決定があらかじめ必要になり

ます。さらに、区域、規約、代表者及び構成員などについて議決（最終合意）を得た後

に、区長に必要書類を添えて申請します。 
   区長が、自治会からの認可申請に基づき、地縁による団体の認可をすると、自治会

の名称や区域、事務所の所在地、代表者に関する事項を告示し、この告示により対外

的に効力を生じます。 
認可後に規約を変更した場合は、区長の認可が必要となりますので、規約変更認可

申請書に総会議事録、総会資料を添えて申請します。 
また、代表者の変更など、告示事項に変更が生じた場合は、区長への届出が必要です

ので、告示事項変更届出書に総会議事録、総会資料を添えて届出します。 
認可された地縁による団体は、告示した事項の証明書（告示事項証明書）と、登録し

た印鑑の印鑑登録証明書の交付を申請することができます。告示した事項の証明書は

誰でも交付を申請することができますが、印鑑登録証明書は、代表者（会長）本人が交

付を申請しなければなりません。両証明書の交付申請先は、地縁団体台帳を保管する

担当課になります。 

☆保険料は全額市が負担します。 
☆主に損害賠償事故（対人・対物）、傷害事故（活動者本人の怪我・死亡）等を補償します。 
☆自治会での費用負担、事前の団体登録は不要です（事故発生後から手続き開始）。 
💡事故の報告には、総会資料（年間計画、名簿等）の他、活動当日のスケジュールや活動

者名簿などが必要です。日頃から書類の整備をお願いします。 
💡本制度は主にボランティア活動に適用する保険です。対象となる活動内容や対象者が限

られるため、全ての自治会活動を対象とするものではありません。 
💡活動内容は対象となるものでも、事故の発生状況や事故報告のタイミング、怪我の種類

によっては保険が適用できない場合があります。 

相模原市ＨＰ 
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●お問い合わせ担当課 
・橋本、大沢地区・・・         緑区役所地域振興課 

・城山、津久井、相模湖、藤野地区・・・ 各まちづくりセンター 

・中央区内・・・            中央６地区まちづくりセンター 

・南区内・・・             南区役所地域振興課 

 

（３）ふれあい広場 

住民の軽スポーツやレクリエーション、文化活動等のコミュニティ活動促進のため

の多目的広場「ふれあい広場」を、各公民館区２か所を上限に設置することができます

（城山、津久井、相模湖及び藤野においては各地区の中間連合区域を１公民館区とみな

す）。 
自治会を中心とした「ふれあい広場管理運営委員会」等が、広場の利用ルールを策定

するほか、街美化アダプト制度（ふれあい広場管理）に基づき、除草、清掃、設備の保

守、小破修繕、植栽の手入れなどの活動を行います。 
また、砂の補充や高木の剪定などについては、市民協働推進課と調整の上、対応を行

っています。 
●お問い合わせ担当課・・・ 市民協働推進課 
 

（４）こども１１０番の家 

子どもたちを不審者等から守り、緊急に避難できる場所の確保と犯罪を未然に防ぐ

目的で設置されている「こども１１０番の家」の設置や活動に協力しています。 

子どもたちの登下校時や公園・広場等で、「知らない人からの声掛け」、「痴漢」、「つ

きまとい行為」の被害を受けたり、受けそうになり避難してきた子どもたちを保護し、

警察に通報します。 

●お問い合わせ担当課・・・ 各区役所地域振興課、交通・地域安全課 

 

（５）地域密着型通所介護及び高齢者グループホーム等運営推進会議 

地域密着型の介護サービス（一部除く）では、地域との結びつきを深め、地域に開か

れたサービスを提供するために、「運営推進会議」において、事業所の運営等への評価

を受けることや必要な要望・助言を聴くこととされており、地域の代表として、自治

会、民生委員、老人クラブ等の方が参加しています。 
事業者から自治会に対し「運営推進会議」への参加依頼がありましたら、自治会とし

て可能な範囲でご協力ください。 

●お問い合わせ担当課・・・ 福祉基盤課 ℡ ０４２－７６９－９２２６ 
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５ 地域生活に関する主なお問い合わせ先 

（１）ごみ・資源集積場所 

ごみ・資源集積場所を新設・移設する場合は、原則１０世帯以上を単位に、場所を決

めて、地域の各環境事業所、津久井クリーンセンターへ「ごみ・資源収集申込書」を提

出してください。（資源循環推進課、各まちづくりセンター及び出張所から回送も可）。

提出後、各環境事業所、津久井クリーンセンターで収集上の問題がないと判断した場

合、収集開始となります。廃止する場合も同様に提出することになり、提出後、収集上

の問題がないと判断した場合、廃止となります。 
提出の際には、地域の状況を把握するなどの観点から、原則として自治会長に内容

を確認いただいております。このため、新規住宅の建設等に伴うごみ・資源集積場所の

設置の際などは、集積場所を設置しようとする不動産業者等から連絡がくる場合があ

ります。 
なお、「ごみ・資源収集申込書」は、上記の事務所に配架してあるほか、市のホーム

ページからもダウンロードできます。 
ごみ・資源集積場所では、一般ごみを週２回、乾電池、資源、容器包装プラを週１回

ずつ回収しています。 
また、各自治会からご推薦いただいた廃棄物減量等推進員には、ごみ・資源集積場所

の美化・管理にご協力をいただいております。 
●お問い合わせ担当課 

  ・麻溝台環境事業所    ℡ ０４２－７４７－１２４１ 
  ・橋本台環境事業所    ℡ ０４２－７７２－０２１８ 

・津久井クリーンセンター ℡ ０４２－７８４－２７１１ 
  

（２）自治会活動に伴うごみ 

自治会の活動に伴い発生したごみについては家庭ごみに準ずるものとし、次の表の

とおりの取り扱いとなります。なお、この取り扱いは、地区自治会連合会、単位自治会、

子ども会、老人会、地区社会福祉協議会が対象団体となります。 

種類等 処理方法 ごみ処理手数料等 

一般ごみ 市処理施設へ自己搬入 
行事 全額減免 

行事以外 190 円/10 ㎏ 

資源化可能物 市資源リサイクルスクエアへ自己搬入  

粗大ごみ 
市粗大ごみ受入施設へ自己搬入または

市収集 

（自己搬入）190 円/10 ㎏ 

（市収集)品目別に規則で定める額 

自治会館等へ
の不法投棄物 

「行事以外の一般ごみ」、「資源化可能物」、「粗大ごみ」に準ずる 

地域清掃 

自己搬入または市収集 全額減免 

＊街美化アダプト制度の清掃活動で出たごみの取扱いについては、10 ページ

「(5)街美化アダプト制度」の各担当課までお問合せください。 

＊本項の適用は、自治会が主体となって実施する活動に伴い排出するごみに限ります。 
＊「行事」とは、ふるさとまつり、盆踊り、運動会、レクリエーション大会等となります。 
＊「資源化可能物」の種類は、市資源リサイクルステーションで受け入れる資源及び容器包装プ 
ラとなります。 

＊露天商等の販売等に伴い発生したごみは、通常の事業系ごみの取扱いとなります。 
＊市清掃工場には、資源化可能物や粗大ごみを搬入しないでください。 
●お問い合わせ担当課・・・ 廃棄物指導課 ℡ ０４２－７６９－８３５８ 
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（３）交通規制 

   横断歩道や信号機の設置、一時停止や一方通行などの交通規制についてのご相談は、

所管する次の警察署へお問い合わせください。 

警察署名 所管区域 電話番号 

相模原北警察署 橋本、大沢地区 ℡ 042-700-0110 

津久井警察署 城山、津久井、相模湖、藤野地区 ℡ 042-780-0110 

相模原警察署 中央区内 ℡ 042-754-0110 

相模原南警察署 南区内 ℡ 042-749-0110 

 

（４）道路の管理、維持、補修 

   カーブミラー、ガードレール、道路照明灯などの道路に関する管理、維持、補修に

ついてのご相談は、所管する次の関係機関へお問い合わせください。 

関係機関名 所管する道路 電話番号 

緑土木事務所 

①橋本、大沢地区の市道・県道・ 

国道４１３号 

②城山地区の市道・県道・国道４１３号 

①℡ 042-775-8818 

（橋本、大沢地区） 

②℡ 042-783-8151 

（城山地区） 

津久井土木事務所 

①津久井地区の市道・県道・国道４１３号・

４１２号 

②相模湖地区の市道・県道・国道４１２号 

③藤野地区の市道・県道 

①℡ 042-780-1417 

②℡ 042-684-3252 

③℡ 042-687-5512 

中央土木事務所 中央区内の市道・県道・国道１２９号 

℡ 042-769-8266 

(道路の補修関連) 

℡ 042-769-9235 

(交通安全施設の補修関

連） 

南土木事務所 南区内の市道・県道 

℡ 042-749-2213 

(道路の補修関連) 

℡ 042-749-2215 

(交通安全施設の補修関連） 

相武国道工事事務所 

八王子国道出張所 
国道１６号 ℡ 042-645-5562 

相武国道工事事務所 

日野出張所 
国道２０号 ℡ 042-582-0408 

 

（５）市管理の防犯灯（＊1 灯ごとに黄色の管理プレートが取り付けられています） 

   市管理防犯灯の不点灯などの不具合を発見した場合は、黄色の管理プレートに記載

されている管理番号を次の防犯灯コールセンターへご連絡ください。 

防犯灯コールセンター【相模原電気工事組合 住宅電気工事センター内】 

※午前９時～午後５時（電話の場合） 

※不点灯以外で緊急対応が必要な場合は、上記時間以外（土日祝日含

む）も対応可 

℡ 042-756-2971 
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（６）河川敷地での自治会活動 

河川敷地での自治会活動は、届出が必要となる場合がありますので、次の関係機関へ

お問い合わせください。 

関係機関名 河川の名称及び管理区間 電話番号 

相模原市 

河川課 

【準用河川鳩川】 

内出橋下流端～千年橋上流端 

【準用河川八瀬川】 

相模川第９雨水幹線分派点～相模川合流点 

【準用河川姥川】 

姥川第１雨水幹線の吐口～鳩川合流点 

℡ 042-769-8273 

神奈川県 

厚木土木事務所 

津久井治水センター 

【一級河川鳩川】 

千年橋上流端～座間市境 

【一級河川鳩川分水路】 

鳩川からの分派点～相模川合流点 

【一級河川鳩川隧道分水路】 

鳩川からの分派点～相模川合流点 

【一級河川道保川】 

古山暗渠上流端～鳩川合流点 

【一級河川早戸川】 

蛙沢川合流点～中津川合流点 

【一級河川串川】 

根無沢合流点～相模川合流点 

【一級河川道志川】 

山梨県境～相模川合流点 

【一級河川秋山川】 

山梨県境～相模川合流点 

【一級河川金山川】 

山梨県境～秋山川合流点 

【一級河川相模川】 

山梨県境～小倉橋 

【二級河川境川】 

緑区川尻地内～根岸橋上流端 

【二級河川小松川】 

緑区川尻地内松風橋～境川合流点 

【二級河川本沢】 

緑区川尻地内砂防堰～境川合流点 

℡ 042-784-1111 

神奈川県 

厚木土木事務所 

【一級河川相模川】 

小倉橋～座間市境 
℡ 046-223-1711 

東京都 

南多摩東部建設事務所 

【二級河川境川】 

根岸橋上流端～大和市境 
℡ 042-720-8628 
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６ 各種相談窓口 

（１）地域包括支援センター（地域包括ケア推進課、各区高齢・障害者相談課、津久井・

相模湖・藤野地区に限り津久井高齢・障害者相談課） 

   高齢者の保健・福祉・介護についての相談を皆様のより身近なところで受けること

ができるように、市が社会福祉法人等に委託をして『地域包括支援センター』を市内

２９箇所に設置しています。相談や申請等の費用は無料ですので、お気軽にご相談く

ださい。 

  ●主な業務内容 

○保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャー等の専門職による、高齢者や介護家族 

からの相談対応 

○在宅福祉サービスや介護保険の申請代行 

○介護認定で要支援と認定を受けた方等の介護予防ケアプランの作成やサービス 

利用調整 

○介護予防に関する教室の開催と、住民主体による活動の支援（いきいき百歳体 

操等） 

○地域ケア会議の開催 

○高齢者の権利擁護に関する相談支援 

 

（２）児童虐待の相談 

   都市化や核家族化が進むなかで、親族や地域から子育てについてのアドバイスや手

助けを受けることができず、負担や孤独を感じている親が少なくありません。このよ

うな状況に合わせるように、児童虐待が深刻な社会問題となっています。 

   「いつでも」「どこでも」「誰でも」、児童虐待に出会う可能性があります。児童虐待

を早期に発見するためには、子どもや家族、家庭の様子に「何かおかしいな？」と感

じたときに、その疑問をそのままにしないことが大切です。 

   「不自然な傷や打撲のあとがある」「着衣や髪の毛がいつも汚れている」「表情が乏

しい」「おどおどしている」「落ち着きがなく、乱暴になる」「親を避けようとする」「夜

遅くまで一人で遊んでいる」など、「ひょっとして児童虐待？」と思ったら、子どもの

安全を確認するために、ためらわずに通告してください。 

   たとえ、虐待ではなかったとしても、子どもを守るために善意で通告した場合には、

責任を問われることはありません。また、通告した人の名前などが他に漏れることは

絶対にありません。 

 【通告（相談）窓口】 

  ・緑子育て支援センター     ℡ ０４２－７７５－８８１５ 

  ・中央子育て支援センター    ℡ ０４２－７６９－９２２１ 

  ・南子育て支援センター     ℡ ０４２－７０１－７７００ 

  ・児童相談所          ℡ ０４２－７３０－３５００ 

 

 【２４時間通告（相談）窓口】 

  ・こども虐待１１０番      ℡ ０４２－７３０－３５１１ 

  ・児童相談所虐待対応ダイヤル  ℡ １８９[いちはやく] 

  ※お子さんがお住まいの区の子育て支援センターか児童相談所、「こども虐待１１０

番」、または「児童相談所虐待対応ダイヤル」に連絡してください。 

  ※昼夜を問わず、子どもの生命に危険が生じる状況がある場合には、まず警察に連絡

し、子どもの安全を確保してください。 

 



20 
 

（３）子育ての相談 

   育児やしつけなど、子育てについての様々な相談を、電話や来所面接でお受けして

います。また、相談の内容に応じて、専門的な相談機関をご案内しています。 

   ○相談日 

    月曜日から金曜日 午前８時３０分～午後５時（年末年始・祝日を除く） 

○場所及び連絡先 

    緑子育て支援センター（緑区合同庁舎３階 緑区西橋本 5－3－21） 

℡ ０４２－７７５－８８１５ 

    中央子育て支援センター（ウェルネスさがみはらＡ館 1 階 中央区富士見 6－1－1） 

℡ ０４２－７６９－９２２１ 

    南子育て支援センター（南保健福祉センター３階 南区相模大野 6－22－1） 

℡ ０４２－７０１－７７００ 

 

（４）ソレイユさがみ女性相談 
●一般相談（電話・面接） 

夫婦、家族、男女等人間関係の問題や就労、その他女性が抱える生活上のさまざ

まな悩みについての相談 

   ○相談担当 女性相談員 

   ○相談日時 毎日（ただし、毎月第４月曜日、年末年始は除く） 

午前１０時から午後５時まで（火・木曜日は午後６時まで） 

   ○相談場所 ソレイユさがみ女性相談室（緑区橋本６－２－１） 

   ○電話番号 ０４２－７７５－１７７７ 

   （注１）専門相談は、一般相談の後に専門相談が必要な方のみ予約できます。 

（注２）面接相談については、事前に上記電話番号にて予約が必要です。ただし、 

緊急の場合は、ご相談ください。 

 

●専門相談 

【女性のための法律相談（電話・面接） ※予約制】 

    女性への暴力、セクシュアル・ハラスメント、離婚、相続、借金など法律上の 

問題に関する相談 

   ○相談担当 弁護士（女性） 

○相談日時 毎月第１、２、３木曜日（ただし、木曜日が５回ある月は第１、２、

４木曜日）午後２時から午後４時まで（１人３０分以内） 

      ※相談方法（電話か面接）については予約時に選択してください。 

【女性のための心の相談（電話・面接） ※予約制】  

    女性の心の健康に関する悩みや困りごとについての相談 
   ○相談担当 臨床心理士（女性） 
   ○相談日時 毎月第２土曜日及び偶数月第４土曜日 

午後２時から午後４時２０分まで（１人４０分以内） 

          ※相談方法（電話か面接）については予約時に選択してください。 
 

（５）相模原市配偶者暴力相談支援センター 

   ・配偶者や交際相手など身近な人からの暴力についての電話相談 

   ・問題解決に向けた各種制度等の情報提供、アドバイス、関係機関等の案内 

   ・緊急な場合の被害者の安全を確保するための相談 

・「保護命令制度」についての相談 
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●ＤＶ相談専用電話 

   ○電話番号 ０４２－７７２－５９９０ 

   ○相談日時 毎日（ただし、毎月第４月曜日、年末年始は除く） 

         午前１０時から午後５時まで（火・木曜日は午後６時まで） 

（注）緊急時（事件発生時）は１１０番してください。 

 

（６）外国人市民の生活、教育等に関する相談 

  １．さがみはら国際交流ラウンジ 
『さがみはら国際交流ラウンジ』では、外国人市民と共に生きる住み良い環境づくり 

を進めるために、外国人市民への多言語での情報提供・支援のほか、国際交流などの 

事業をボランティアとの協働により行っています。 

   さがみはら国際交流ラウンジでは、外国人市民を対象とした、生活や教育等に関す

る相談や外国人市民に地域情報（お祭り、防災訓練、地域清掃などへの参加呼びかけ

など）を伝えるための翻訳の相談にも応じます。また、曜日により、スタッフが９言

語で対応していますので、日本語が話せない方でも、相談が可能です。 

○場所及び連絡先 

  さがみはら国際交流ラウンジ（中央区鹿沼台 1-9-15 プロミティふちのべビル１階） 

  ℡ ０４２－７５０－４１５０ 

○休所日 毎週日曜日、祝日及び年末年始（12 月 29 日～1 月 3 日） 

○７言語対応日時 

対応言語 対応日時 

英語 
月曜日～火曜日 午前 9 時から午後 7 時 

水曜日～土曜日 午前 9 時から午後 3 時 

フィリピン語 月曜日     午前 10 時から午後 4 時 

中国語 
火曜日      午前 10 時から午後 4 時 

水曜日・金曜日 午後 3 時 30 分～午後 7 時 

ポルトガル語 水曜日     午前 10 時から午後 4 時 

スペイン語 木曜日     午前 10 時から午後 4 時 

カンボジア語 金曜日     午前 10 時から午後 4 時 

ベトナム語 土曜日     午前 10 時から午後 4 時 

※日本語に不慣れな方を対象とした日本語教室も市内各所で開催しています。詳しく

は、さがみはら国際交流ラウンジまでお問い合わせください。 
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【ごみと資源の 
 日程・出し方】 

【スポーツ施設 
 PR マップ】 

２．市民相談室 

①一般相談 

日常生活の中で困ったことや知りたい 

ことについて対面または電話で相談する  

ことができます。 

○中央区役所市民相談室 

外国人相談専用電話：042-769-8319 

9:00－noon、1:00－4:00PM 

 

②法律相談 

弁護士による夫婦の問題、借金、労働問題などの相談ができます。 

場所 電話 曜日 時間 

中央区役所市民相談室 042-769-8230 第１木曜日 ※祝日は休み 
1:30－

4:00PM 
緑区役所市民相談室 042-775-1773 第４木曜日 

南区役所市民相談室 042-749-2171 第２木曜日 ※祝日は休み 

【予約】相談をしたい日の３日前までに電話で予約をしてください。 

 

③在留手続相談 

入管の職員による在留手続や在留資格の相談ができます。 

場所 
外国人相談 

専用電話 
曜日 時間 

中央区役所市民相談室 042-769-8319 第２月曜日 ※祝日は休み 1:00‐4:00PM 

【予約】相談日当日の午前９時から電話予約を受付します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７）犯罪被害に関する相談 

   犯罪被害に遭われた方々が、被害後に直面する様々な問題について、必要な情報や

支援制度等をご案内します。［相談日時：月～金曜９時～１７時（祝日を除く）］ 

●犯罪被害者等ワンストップ相談・支援窓口（交通・地域安全課内） 

○電話番号：０４２－７６９－１３９７  

Day 曜日 Language 言語 

Mon.月 English 英語 

Tue.火 Filipino フィリピン語 

Wed.水 中文 中国語 

Thu.木 Tieቷng Việt ベトナム語 

Fri.金 
Español スペイン語 

Português ポルトガル語 

市のホームページでは、生活、広報、保健、子育て、防災など、様々な情報を

外国語で提供しています。 
近くにお困りの方がいらっしゃいましたら、ご紹介ください。 
 

相模原市ホームページ 
外国語による情報提供 

【くらしのガイド】 【マイ広報さがみはら】 【子育てガイド】 【防災ガイドブック】 
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（８）市民相談、法律相談、行政相談など 

各区役所市民相談室 

相談名 内容 
緑区役所市民相談室 

042-775-1773 

中央区役所市民相談室 

042-769-8230 

南区役所市民相談室 

042-749-2171 

①市民相談 
夫婦、家族など日常生活上の悩

み事 
毎日 月～金曜日 月～金曜日 

②法律相談 
相続、離婚など個人に係る日常

生活上の法律全般 

水曜日 

（当日電話予約◎） 

火曜日 

（当日電話予約◎） 

金曜日 

（当日電話予約◎） 

第４木曜日 

（事前電話予約○） 

第１木曜日 

（事前電話予約○） 

第２木曜日 

（事前電話予約○） 

③行政相談 国などの仕事への意見や要望 第３水曜日 第２水曜日 第１水曜日 

④人権相談 人権に関する心配事 第４金曜日 第１金曜日 第２水曜日 

⑤税務相談 
土地売買、相続、贈与などの税

金に関すること 

第２月曜日 

（当日電話予約◎） 

第１･３月曜日 

（当日電話予約◎） 

第４月曜日 

（当日電話予約◎） 

⑥司法書士相談 
遺言・相続、成年後見、登記、

その他民事紛争など 

第１木曜日 

（当日電話予約◎） 

第４水曜日 

（当日電話予約◎） 

第２水曜日 

（当日電話予約◎） 

⑦新築・増改築・ 

修理等の相談 

住まいの新築・増改築・修理に

ついての技術的なこと 
第２木曜日 第３木曜日 第１木曜日 

⑧社会保険労務

士相談 

年金、健康保険、賃金・解雇な

どの問題 

第２金曜日 

（当日電話予約◎） 

第１水曜日 

（当日電話予約◎） 

第 3 水曜日 

（当日電話予約◎） 

⑨行政書士相談 
遺言書、遺産分割協議書、契約

書、官公署への書類の作成など 

第 2 火曜日 

（当日電話予約◎） 

第１･３水曜日 

（当日電話予約◎） 

第４水曜日 

（当日電話予約◎） 

⑩不動産相談 
不動産取引(空き家を含む)や

借地・借家契約など 

第３月曜日 

（当日電話予約◎） 

第２金曜日 

第４月曜日 

（当日電話予約◎） 

第１月曜日 

（当日電話予約◎） 

⑪交通事故相談 
交通事故の発生に関連して生

ずる各種問題 

第１金曜日 

（事前電話予約●） 

月曜日 

（事前電話予約☆） 

第３月曜日 

（事前電話予約☆） 

⑫労働相談 労使関係、労働条件、解雇など ― 木曜日 ― 

 

各まちづくりセンター 

相談名 内容 

城山まちづく

りセンター 

042-783-8103 

津久井まちづく

りセンター 

042-780-1400 

相模湖まちづく

りセンター 

042-684-3212 

藤野まちづく

りセンター 

042-687-5514 

①市民相談 
夫婦、家族など日常生活上の

悩み事 
水曜日 

（事前予約○） 
月曜日 

第１・３火曜日 
（事前予約○） 

第２・４火曜日 
（事前予約○） 

②法律相談 
相続、離婚など個人に係る日

常生活上の法律全般 
第２金曜日 

（事前予約○） 

第３金曜日 
（事前予約○） 

5､8､10､2 月の 

第４金曜日 
（事前予約○） 

6､9､1､3 月の 

第４金曜日 

（事前予約○） 

③行政相談 国などの仕事への意見や要望 
奇数月 

第２木曜日 

偶数月 

第１金曜日 

奇数月 

第３木曜日 

偶数月 

第２金曜日 

④人権相談 人権に関する心配事 ― 第２水曜日 ― ― 

【時間】①午前９時～正午、午後１時～午後５時 

②～⑪午後１時３０分～午後４時 ⑫午前９時～正午、午後１時～午後４時 

【予約開始時期】◎当日午前８時３０分から、○２週間前から、☆前の週の水曜日から、 

●同一週の月曜日から 

【対象】市内在住か在勤・在学の方 

 

中央区役所・南区役所市民相談室及びまちづくりセンターは平日（年末年始を除く。）開所しており、緑

区役所市民相談室は年末年始を除く毎日開所しています。開催状況等詳しくは各相談窓口にお問い合わ

せください。 
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７ 地域の主な団体など 

（１）まちづくり会議（各まちづくりセンター） 

   市民協働のまちづくりを進めるため、地区自治会連合会、地区社会福祉協議会、地

区民生委員児童委員協議会、公民館などの地域の活動団体等で構成し、地域の課題解

決や地域活性化に向けた取り組みなどを自主的に話し合う場として、市内２２地区に

設置されています。 
また、各まちづくりセンターに地域政策担当として市職員が配置され、まちづくり

会議や地域の課題解決、地域活性化に取り組む活動の支援をしています。 
○地域課題への取り組み 
 ◆地域課題の解決策の検討、企画、推進 
○地域活動団体の情報共有 
 ◆地域で活動している団体の情報や課題の共有化 

◆地域の団体が協働して、課題解決に取り組む活動などの推進 
○地域活性化事業交付金の活用に向けた提言 

   ◆地域活性化事業交付金の申請事業への意見及び継続事業の検証 
  ○地区まちづくりを考える懇談会の開催 
   ◆地域の課題などについて、市と話し合う場の設置 
    
（２）区民会議（各区役所区政策課） 

   区内のまちづくり会議から推薦された方や公益的活動を行う団体、学識経験者及び

公募委員などで構成し、各区のまちづくりの方向性や地域活動を活性化するための方

策などを話し合うため、市長の附属機関として３区にそれぞれ設置しています。 
  ○区別基本計画の推進方策等の検討 
   ◆区別基本計画に掲げた取組等の推進方策についての検討や、区民と行政との協働 

によるまちづくりの方策を検討しています。 
 
（３）消防団（消防総務課、各消防署警備課） 

   消防団は、「自分たちのまちは自分たちで守る」という精神に基づき、市内に在住ま

たは在勤の方々により組織されています。消防団員は、日常各自の仕事を行いながら、

災害発生時には消防活動等に従事する非常勤特別職の地方公務員です。 

相模原市消防団は、中央、南、北、津久井、相模湖、藤野の６方面隊、３４分団で構

成されており、消防団活動に関することについては、条例や規則で定められています。

主な活動については次のとおりです。 

  ○火災時の消火活動 

  ○風水害時の水防警戒、土のう積み等 

  ○災害時の救助活動及び避難誘導 

  ○火災予防のための広報及び警戒 

  ○訓練、研修、機械器具の点検及び整備 

  ○自主防災組織の指導、育成 

消防団員は、地域とのつながりも深く、また、専門の訓練も受けていることから、

災害時の地域防災活動のリーダーとして、大きな期待が寄せられています。 

 

（４）地区社会福祉協議会（事務支援：相模原市社会福祉協議会） 

地区社会福祉協議会（通称「地区社協」）は、地区を単位として自治会、民生委員・

児童委員、老人クラブ、ボランティア団体、福祉施設を運営する福祉事業者等の地域

の福祉に取り組む諸団体の協議体として市内２２地区に組織されています。 

相模原市ホームペ－ジ 

消防団の情報提供 
・入団募集 
・活動紹介など 
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様々な地域住民団体や福祉事業者等がお互いに連携と協力をして、地域の福祉課題

に取り組むためのまとめ役として、福祉活動を進めています。 

また、各地区に地域福祉推進員や地域福祉支援員が配置され、地区社協活動の支援

を行っています。 

  ○福祉情報の提供・啓発事業の実施 

   ◆広報紙の発行 

   ◆福祉講座、講習会の開催 

   ◆児童、生徒向け福祉教育事業など 

  ○地域支えあい活動の実施・支援 

   ◆福祉課題の発見・共有・解決の仕組みの検討（福祉コミュニティ形成事業） 

   ◆ふれあい・いきいきサロン、子育てサロンへの支援や常設の交流拠点の運営等 

    交流を目的とした事業の推進 

  ○各種募金活動等 

   ◆相模原市社会福祉協議会賛助会員の募集 

   ◆共同募金運動（赤い羽根、年末たすけあい） 

   ◆赤十字社員増強運動 

    

（５）地区民生委員児童委員協議会（事務局：相模原市社会福祉協議会） 

地区民生委員児童委員協議会は、民生委員法に基づき、市内２２地区に組織され、

各地区内を担当する民生委員・児童委員及び主任児童委員が構成員となり、会長（民

生委員・児童委員の地区の代表者）を中心に職務に関する連絡や研修、関係行政機関

への協力などを行っています。 

民生委員・児童委員は、援助を必要としている人たちの生活状態と福祉の問題を把

握し、地域福祉のアンテナ的な役割を果たしながら、住民の抱える悩みに対する助言

や、関係機関に対する連絡等を行っています。 

地区民生委員児童委員協議会の事務局は、地域福祉推進員及び地域福祉支援員が行

っています。 
  ○地域住民の生活状態の把握と援助を必要とする方への助言 

◆介護、育児、生活等に課題を抱える世帯 

   ◆ひとり暮らし、要介護状態等の高齢者 

   ◆障害のある方 

   ◆ひとり親家庭等 

   ◆不登校、非行等の児童 

   ◆その他（外国籍市民、生活困難者、児童虐待等） 

  ○地域住民への情報提供等 

   ◆福祉サービスについての内容や情報を住民に提供 

   ◆住民が必要な福祉サービスを受けられるよう、関係する行政機関につなげる「パ

イプ役」 

 

（６）各区安全・安心まちづくり推進協議会支部（各まちづくりセンター等） 
   各区安全・安心まちづくり推進協議会支部は、誰もが安全で、安心して暮らせる地

域社会の実現を目的として、地域住民、地域団体、事業者、行政機関等が協働して、地

域における犯罪及び交通事故の防止等に取り組んでいます。 

  ○各区安全・安心まちづくり推進協議会が実施する交通安全活動及び防犯活動等 

  ○地域住民への安全・安心まちづくり知識の普及及び意識啓発 

  ○地域の安全・安心に向けた団体等相互の連絡調整 
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（７）地区老人クラブ連合会（高齢・障害者福祉課） 

地区老人クラブ連合会は、地区内の老人クラブで構成され、高齢者が仲間づくりを

通じて、生きがいと健康づくりを図るとともに、地域社会に貢献するための諸事業を

行っています。 

  ○教養を主とした活動 

   ◆講習会（交通安全教室、詐欺被害防止等） 

  ○健康を主とした活動 

   ◆健康学習、ゲートボール、ペタンク、グラウンド・ゴルフ、スポーツ大会等 

  ○楽しみを主とした活動 

   ◆芸能大会、囲碁大会、作品展、親睦旅行等 

  ○地域社会との交流 

   ◆清掃、友愛活動（在宅で寝たきり会員等への訪問・困りごとの手助け等）、施設 

慰問、伝承活動、世代間交流、地域行事への参加、ボランティア活動等 

 

（８）地区子ども会育成連絡協議会（市子ども会育成連絡協議会） 

地区子ども会育成連絡協議会（通称：地区子連）は、子ども会育成会相互の協調を

図るとともに、行事や研修などを行っています。 

  ○スポーツレクリエーション活動の実施 

  ○ジュニア・リーダー養成研修会の実施 

  ○ジュニア・リーダーズクラブの育成 

  ○地域団体との連絡調整 

●お問い合わせ先 

  青少年学習センター ℡０４２－７５１－００９１ 

 

（９）ＰＴＡ（生涯学習課） 

ＰＴＡは、児童生徒の健全な成長を図ることを目的に、保護者と教師が協力して、

学校･家庭における教育の振興に努め活動する団体です。 

   ○学校･家庭における教育に関し、互いに理解を深める活動 

  ○児童生徒の校外における生活指導や青少年団体の育成・支援 

  ○地域における教育環境の改善･充実を図るための会員相互の学習の推進 

  ○その他教育環境の改善・充実に必要な活動 

 

（10）地区青少年健全育成協議会（こども・若者支援課） 

青少年の健やかな成長を願い、地域ぐるみで青少年活動を効果的に行うために、青

少年関係団体（自治会、子ども会育成会、ＰＴＡ等）と青少年指導者（青少年指導委

員、スポーツ推進委員、民生委員・児童委員等）が相互に連絡をとり協議し合う組織

です。 

  ○青少年関係団体、青少年指導者相互の連絡調整 

   ◆地域の青少年に関する情報の交換、問題点の検討、団体間の調整等 

  ○青少年健全育成の啓発活動 

   ◆青少年育成に関心を高めるための講演会、座談会、映画会等の開催、広報紙、チ 

ラシ等の発行 

  ○青少年を取りまく社会環境の健全化活動 

   ◆危険場所の表示、愛のパトロール 
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（11）青少年指導委員（こども・若者支援課） 

公民館等を中心とする地域において、青少年の健全な育成を図るために活動してい

ます。 

  ○青少年団体の指導及び育成 

  ○青少年の文化及びレクリエーション活動の推進 

  ○青少年育成のための地域活動の推進  

  ○青少年の生活環境の向上を図る活動 

  ○青少年の指導について関係機関その他の団体等との連絡調整 

  ○地域社会における青少年の生活について指導助言 

  ○青少年を取りまく環境改善及び整備 

   ◆社会環境実態調査 

 

（12）スポーツ推進委員連絡協議会（スポーツ推進課） 

公民館等を中心に、市民へのスポーツの普及･振興を目的に活動しています。 

○スポーツ活動団体の育成 

○各種スポーツの実技を含めた指導、助言 

○行政機関及び教育機関等のスポーツ行事、事業への協力 

 

（13）健康づくり普及員地区協議会（健康増進課） 

公民館等を中心に、市と連携を取りながら市民の立場で市民の健康増進を図ること

を目的に活動しています。また、市から健康づくり事業を委託されており、各地区協

議会が地区特性を考慮した健康づくり事業を実施しています。 

  ○地域の健康まつり等における健康づくりに関する知識の普及、啓発 

  ○地域に応じた健康教室等の健康づくり事業の企画、実施 

  ○健康づくりについての情報の収集、提供、提案、広報 

 

（14）公民館（生涯学習課） 

公民館は、地域住民のふれあいを進め、学びを通じた絆づくり・地域づくりを目指

して設置、運営されています。 

公民館運営協議会は、学校教育、社会教育及び地域団体の関係者と学識経験者等に

より構成され、住民の声を公民館の運営に反映させる大切な役割を担っています。 

○公民館運営協議会の主な協議内容 

   ◆公民館振興計画の策定や進行管理 

   ◆年間目標、事業計画、各事業の評価、地域課題の把握 

   ◆公民館の施設、設備等の利用方法 

 

 

（15）明るい選挙推進協議会（選挙課・各区選挙管理委員会事務局） 

  明るい選挙推進協議会は、①選挙違反のないきれいな選挙が行われること、②有権

者がこぞって投票に参加すること、③有権者が普段から政治と選挙に関心をもち、候

補者の人物や政見・政党の政策などを見る目を養うことを目標に、主に各区を中心に

活動しています。 

  ○選挙時及び日ごろの明るい選挙啓発運動の企画、推進 

  ○選挙法規を守る運動、その他 

 

（16）その他  

   前記の他にも、地域により自治会が関わっている諸団体があります。 



いつ起きてもおかしくない
地震等の災害に備えて

外出時に公共機関が止まった時は
「むやみに移動を開始しない」が基本です

多くの人が一斉に帰宅を始めると、駅周辺や道路
が大混雑して危険です。周囲の安全や交通機関の
状況が把握できるまでは無理に帰宅しようとせず、
安全な職場などにとどまりましょう。

家族との連絡手段を確保しましょう
お互いの無事が確認できるよう、日頃から家族で

「災害用伝言サービス」などの使い方を確認しまし
ょう。
◆災害用伝言ダイヤル「１７１」
◆災害用伝言板・災害用伝言板サービス

防災首都圏ネットの携帯サイト
（http://www.9tokenshi-bousai.jp/i/pc/index.html）
の□４ 帰宅困難者対策 → □５ 家族へ連絡 から、
各携帯電話事業者の災害用伝言サービスの
ページを利用できます。
※毎月１日・１５日等に体験利用できます。家族全員
で体験してみましょう。

下記の方法で防災情報を入手できます。

◆テレビ神奈川（ｔｖｋ）データ放送
ひばり放送の内容を確認できます。

①テレビを3ch「テレビ神奈川（ｔｖｋ）」にする。
②リモコンのdボタンを押す。

◆さがみはらメールマガジン「防災」
①携帯電話等から右のコードを読み取り。

またはsagamihara@cousmail-entry.cous.jp
に空メールを送信。

②返信されたメールから登録。

◆相模原市LINE公式アカウント
①LINEの「友だち追加」画面から

右のコードを読み取る。
②「相模原市」が表示されたら、友だち登録。

◆ひばり放送テレホンサービス(有料)
電話でひばり放送の内容を聞くことができます。

０５０－１８０７-３３８８

◆市HP
市HPからひばり放送の内容を
確認できます。

◆Twitter
アカウント名 相模原市災害情報（＠sagamihara_kiki）
※情報提供の方法は、発信のみ。

◆ラジオ エフエムさがみ（FM HOT ８３９）
災害時は、緊急放送に切り替わり、ひばり放送の内容を

放送します。

◆J：COMと連携した防災情報サービス（有料）
ケーブルテレビ回線を利用して、ひばり放送の内容を聞く

ことができます。詳細は、下記問合せ先へ。
カスタマーセンター TEL:0120-999-000（9時～18時）
※サービスを利用できない地域もあります。

家の中の安全対策をしましょう
地震のときに、倒れてくる家具や割れたガラスなど

でけがをしないように対策をしましょう。
○家具の転倒防止…金具等でしっかり固定しましょう。
○家具や調度品の配置を考える…家具の転倒、移

動でドアや避難路がふさがれないようにしましょう。
○ガラスによるけがを防ぐ…窓や家具のガラスに飛

散防止フィルムを貼りましょう。
○落下物をなくす…照明器具をしっかり固定しましょう。

居間や寝室のたんすなどの上にテレビ、ガラス
ケース、陶器などを置かないようにしましょう。

３日分以上の備蓄をしましょう
大規模災害後には、電気、ガス、水道などの供給

が途絶することがあります。また、食料品等の入手が
困難になる場合もありますので、あらかじめ水、食料、
燃料、衛生用品などの備えをしましょう。

緊急避難場所や避難所を確認しましょう
家屋の倒壊、火災の延焼、風水害により、避難が

必要になることがあります。一時避難場所や広域避
難場所、風水害時避難場所、避難所の場所をあらか
じめ防災ガイドブックなどで確認しましょう。避難路に
ついても実際に歩いて下見しましょう。

「さがみはら防災ガイドブック」
を確認しましょう

災害に対する日頃からの備えや地域の協力体制
を築くために必要な知識をまとめた防災ガイドブック
を活用しましょう。

地震等の災害による被害を最小限にとどめるためには、日頃から市民の
皆さん一人ひとりが災害に対する備えと心構えをもち、いざというときに、落ち
着いた行動をとれるようにすることが必要です。防災対策についてあらためて
確認しておきましょう。

火事を出さないために
地震の後に起こる火災などの被害を「二次災害」

といいます。「二次災害」は人々の備えや行動で最小
限にとどめることができます。
○初期消火には消火器が効果的です。目につくとこ

ろに設置しましょう。
○風呂の残り湯は捨てないで、バケツ等を用意しま

しょう。
○もし出火したら、まずは大声で周りの家族や近所に

知らせましょう。
○避難するときは、漏電による火災を防ぐため、電気

のブレーカーを切りましょう。(自動的に電気の供給
を遮断する感震ブレーカー等を予め設置すること
も有効です。）

28

８ その他情報

！正しく・早く防災情報を入手！

http://www.9tokenshi-bousai.jp/i/pc/index.html
mailto:sagamihara@cousmail-entry.cous.jp
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自治会と市民活動団体との協働によるまちづくりについて 

１ 市民活動団体との連携 

市では、市民と市の協働及び市民と市民の協働を推進し、協働による市民の力を生かし

た創意と工夫があふれる皆で担う地域社会を実現するため、平成２４年３月に「相模原市

市民協働推進条例」を制定しました。 

この条例の目的を達成し、協働に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、令和

２年３月に「第２次相模原市市民協働推進基本計画」を策定し、この計画に基づき、まち

づくりを担う様々な主体同士の連携を強化し、協働が推進される都市を目指しています。 

 自治会は、地域住民の自主的・自立的な組織として、地域コミュニティの形成を図ると

ともに、防災、防犯、環境美化、福祉等、身近な課題解決に向けた地域活動の中心的な役

割を担っていますが、地域の課題の中には、地域だけでは解決できないものもあります。 

 そのような課題を解決していくためには、専門的なノウハウをもつＮＰＯ法人などの市

民活動団体や大学、企業などの様々な主体との協力・連携も一つの方策となります。自治

会などの地域活動団体や市民活動団体などが目的を共有してそれぞれの役割及び責任の下

で、相互の立場を尊重し、協力して、公共の利益を実現するために活動することで、地域

だけでは解決できない課題に対処することが可能となるなど、地域のまちづくりに向けた

相乗効果が期待されています。 

例えば、高齢者の福祉に関する事業を行おうとするとき、老人福祉施設等の慰問活動を

専門的に行う団体等、これらの分野で専門的に活動する市民活動団体があり、これらと協

力・連携することで、より効果的かつ効率的な活動につながることも考えられます。 

 

２ さがみはら市民活動サポートセンター 

市では、市民が行う市民活動及び地域活動を支援することで、市民活動等のさらなる活

性化を図ることを目的とした「さがみはら市民活動サポートセンター」をＮＰＯ法人との

協働により運営しております。 

○主な取り組み 

①情報の収集及び提供 

・センター情報紙「さぽせんナウ」の発行（偶数月１５日発行） 

・ホームページによる団体情報の紹介 

・図書、資料の提供 

・市民活動団体の情報発信の支援 

②相談及び助言 

    ・団体の設立や運営に関する相談及び助言 

③活動の場の提供 

・オープンスペース、会議室の利用 

・コピー機、印刷機、紙折り機、丁合機等の作業機器の利用 
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④学習機会の提供 

    ・市民活動基礎講座、活性化講座の開催 

 ⑤団体の運営支援 

  ・運営基盤の強化に関する講座の開催 

  ・市民活動相談会の開催（各区において実施） 

⑥交流機会の提供 

・市民活動フェアの実施（市内各所での活動紹介パネル展示等） 

・市民活動フェスタの開催 

・市民活動団体と大学との交流機会の促進 

   ⑦たすかるバンクの運営 

  ・市民活動団体と自らの力を生かして社会貢献をしたい市民をつなぐ 

人材交流ネットワーク 

   ●お問い合わせ先 

さがみはら市民活動サポートセンター ℡ ０４２―７５５－５７９０ 

           

３ さがみはら地域づくり大学 

市では、市民がまちづくりに主体的に参加し地域社会を活性化させることを目的とし

て、「相模原市市民協働推進基本計画」に基づき、平成２７年度から、協働の観点での地

域活動及び市民活動を促進するために役立つ知識や技術を体系的に学ぶことのできる場と

して「さがみはら地域づくり大学」を開講し、毎年、講座を実施しております。 

○コース、講座 

 地域活動コース、地域活動コース短縮版、専門講座（スキル習得講座、テーマ実践

講座）、特別講座（公開講座、市民企画講座） 

●お問い合わせ先 

 相模原市立市民・大学交流センター ℡ ０４２－７０１－４３７０ 

（ユニコムプラザさがみはら） 

 

４ さがみはら地域ポータルサイト「さがポ」 

相模原市コミュニティサイト運営プロジェクトと市との協働で「さ

がみはら地域ポータルサイト（通称：さがポ）」を運営しています。 

さがポでは、団体の活動情報を発信するためのホームページを無料

で作れるほか、市内イベント情報や暮らしに役立つ情報の発信等を行

っています。 

皆さんも、ご自分の自治会の活動状況を気軽に発信してみませんか。 

 

 

 

 

 

●お問い合わせ先 

 相模原市コミュニティサイト運営プロジェクト（info@sagami-portal.com） 

ポータルサイトでできること（一例） 

・団体ホームページを無料で作成できます 

※ホームページ作成支援講座も開催しています♪ 

・市内イベント情報がまとめて確認できます 

 
 
 
 
さがみはら地域ポータルサイトマス

コットキャラクター「でいらボー」 

さがポ HP は 
こちら！ 

mailto:info@sagami-portal.com
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自治会の方針決定に 

女性も積極的に参画しましょう 
 

（会長等、役員への女性登用など） 

自治会活動における女性の積極的な登用について 

１ 趣旨 

 住民にとって身近な生活の場である地域社会において、誰もが安心できる住みよい地域

づくりを推進していくために、男女がともに意思決定に参画し、地域における男女共同参

画の一層の推進を図るものです。 

２ 現状 

 国においては、２０２０年代の可能な限り早期に、指導的地位に占める女性の割合が３

０％程度となることを目指して取組を進めるという目標の下、女性の参画を推進していま

す。 
 相模原市では、「第３次さがみはら男女共同参画プラン」の中で、地域における男女共同

参画の状況を示す指標として、自治会長に占める女性の割合を、令和９年度までに１０％

とする目標を設定しておりますが、令和４年度時点では９．０％となっています（調査時

点 令和４年４月１日）。 
３ 具体的な取り組み 

 地域における男女共同参画を今後一層推進するため、次の取組を積極的に推進していた

だくようご協力をお願いします。 
★ 自治会の方針決定に女性も積極的に参画しましょう 
★ 地域の中にある男性中心の習慣やしきたりは見直しましょう 
★ 自治会の活動に女性の意見を取り入れましょう 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

自治会における女性の会長の割合 目標 

９．０％ 
（Ｒ４年度） 

 

１０．０％ 
（Ｒ９年度） 

 
地域に残る男性中心の 

慣行やしきたりを見直しましょう 
 
 

（企画は男性･準備は女性など） 

 
いろいろな人の声を 

地域活動に活かしましょう 
 

（若者や女性、高齢者など） 

 男女共同参画 

の視点に立った 

自治会運営 
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「会員名簿を作成し、名簿に掲載される会員に対して配布するため」等、 
具体的な利用目的を特定する。 

個人情報の利用目的をあらかじめ特定する。 

本人から書面で個人情報を取得する場合には、 
本人に対して利用目的を明示する。 

個人情報を集める際に配布する用紙に、利用目的を記載する。 

「要配慮個人情報」を集める必要がある場合は、 
あらかじめ本人の同意を得る。 

※「要配慮個人情報」とは人種、社会的身分、信条、病歴、犯罪の経歴、犯
罪により害を被った事実、心身の障害、健康診断等の結果、医師等から指導・
診療、調剤が行われたこと 等の情報をいう。 

集めた個人情報の漏えい防止のため適切な措置を講じる。 
自治会・PTA 等の事務局にて、盗難・紛失等がないよう施錠する、データで
あればパスワードをかける等適切に管理する。 
名簿の配布先の会員に対して、盗難・紛失・転売の禁止などの注意を呼びか
ける。 

集めた個人情報の内容に誤りがあった場合に 
訂正するための手続の方法等を 
本人の知り得る状態におき、請求に応じて訂正する。 

個人情報を集める際に配布する書面に、訂正等に関する問い合わせ先等を記
載し、本人から内容の訂正を求められた場合には適切に対応する。 

ルール１ 

保管時 

収集前 

収集時 

個人情報保護法の改正と取扱いの留意点について 

ルール２ 

ルール３ 

ルール４ 

ルール５ 

平成 27 年 9 月 9 日に改正個人情報保護法が公布され、平成 29 年 5 月 30 日に全面施行されました。今回の法改
正により、個人情報の定義の明確化や匿名加工情報に関する規定の整備等がなされ、また、これまでは取り扱う個人
情報が 5,000 件以下の事業者は法の対象外となっていましたが、今後は全ての事業者（自治会・同窓会・PTA 等の
非営利組織も含む。）に対して個人情報保護法が適用されます。 

個人情報の有用性に配慮し、かつ個人情報を適切に取り扱っていただくため、今回の法改正を踏まえた個人情報の
取扱いについて、以下のとおり留意点をまとめましたのでご参照ください。 
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名簿等に配布先の会員名等が記載されている場合は、名簿そのものを一定期間
保管する。 

提供先などを記録し、一定期間保管する。 

個人情報を委託先に提供する場合は適切な監督を行う。 

名簿等の印刷を業者に委託する場合、委託先をしっかりと選定し、個人情報の
適切な管理を実施することについて確認する（情報の持出しの禁止、委託され
た業務以外の利用の禁止、返却・廃棄等について手順書を渡す、等）。 

第三者

提供時 

本人以外に個人情報を提供する場合は、提供することや
提供する内容について、あらかじめ本人の同意を得る。 

個人情報を集める際に、「名簿に記載される会員に対して配布する」等、第三者
に提供する旨を伝えたうえで、任意に個人情報を提供してもらう。 

自治会総会等資料の標準的見本について 

 自治会等のコミュニティ団体における会計事務に関する手引きが総務省ホームページにおいて公表 

されております。自治会活動におけるお金の管理や収支計算書等の標準的な様式の見本なども掲載されてお

りますので、ご活用ください。 
 

●総務省ホームページ https://www.soumu.go.jp/ で「コミュニティ団体運営の手引き」と検索 

 または、右のコードを読み取ってください。 

【「コミュニティ団体運営の手引き」～自治会、町内会、その他地域活動を行うグループの皆さまに～】 

ルール６ 

ルール７ 

ルール８ 

※第三者提供について、以下の場合は本人の同意を得なくても個人情報を第三者に提供できます。 

 （1）法令に基づく場合（例：警察からの照会） 

 （2）人の生命・財産を守る場合（例：災害時） 

 （3）委託先に提供する場合（例：会員名簿の印刷を業者に委託する場合）  

※取扱いの留意点につきましては、個人情報保護委員会の資料を基に作成したものです。 

https://www.soumu.go.jp/
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１ 自治会加入促進のために 
（１） 若い世代の意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 お子さんやご自身と地域との関わりについて、お考えに近いものをお選びください。（○は１つ） 
 
① 子どもと地域との関わり（近所の人との交流や行事 

への参加）は、子どもの生活や内面的な成長に、 

② あなた（親）と地域との関わり（近所の人との交流や 
行事への参加）は、あなたやあなたの家族の生活に、 

出典：市自治会連合会「橋本地区（旭中学校・旭小学校）ＰＴＡ役員等へのアンケート結果」（2017 年）より 

Ⅱ 加入促進編

◆ ①、②どちらも「好ましい影響を与える」との回答が大半を占め、「好ましくない影響を与

える」は０件であった。 

◆ ③子どものために地域に望むものは、「あいさつや声かけ」「登校時の見守り」「防犯活動」

が多い事が分かった。 

 ③ 子どものために地域に望むものは、 ④  子どものために地域住民として、 
あなたができると感じるものは、 
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（２） 相模原市・各地区の自治会加入状況の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 「人付き合いが煩わしい」（１４件）、「責任を負わされるのが嫌」（１２件）の順で回答が多い。 

◆ その他の主な意見としては、「自治会があることを知らなかった」、「同じマンション内で加入者 

 がいなかった」などがあった。 

◆ 未加入理由をハッキリ認識した上で加入の推進に取り組むことは極めて重要なものと考えます。 

相模原市内の５８９自治会（令和４

年４月１日現在）の加入率は市全

体 で R3=49.83% ➡ R4=48.45% と

1.38%低下しています。 

また、マンション等が立ち並ぶ都市

部が低く、農山村地域が高い傾向

にあります。 

 

令和４年度の加入率 48.45%は、 

横浜市の 68.8％に比べてかなり低

いものといえます。 

問 自治会に加入していない理由のうち、近いものをお選びください。（○はいくつでも） 



36 

①「相互扶助」機能 

最も身近な生活の場である自治会を通じて、地域に住む人々が互いに必要なと

きに助け合い、協力し合うこと。 

②「生活環境の維持・改善」機能 

ごみ・資源集積場所や防犯灯の管理、地域の環境美化や清掃活動を通じて、住

民が快適に暮らせるように、生活環境の維持や改善をすること。 

③「安全・安心」機能 

住民相互の理解と信頼関係のもとで協力し

合い、自主的に防犯活動、防災訓練、迷惑

駐車対策などに取り組み、住民が安心して

暮らせるようにすること。 

④「地域資源の保護・伝承」機能 

地域固有の自然や、古くから伝わる伝統・文化など、様々な資源を保護・伝承

し、魅力ある地域づくりを進めること。 

⑤「自治」機能 

地域住民のニーズを反映した、住みよい地域社会を

実現するため、地域が抱える課題・問題について地

域住民自らが把握し、協力して解決すること。 

⑥「親睦」機能 

地域の祭りや伝統行事、スポーツなどのレクリエーション

や親睦活動を通じて、住民同士の交流をさらに広げ、住民相

互の信頼関係や安心感を育むこと。 

２ 自治会の必要性を再確認しよう！ 
昔は、自治会内の祭りや行事が一大イベントで、それに参加することで、気づけば近所

付き合いができていました。しかし、生活環境が充実し、ライフスタイルが多様化した結

果、自治会に無関心になり、脱会する人や加入しない人が増え、自治会の加入率は減少す

るばかりで、助け合いの心を失いかけているのが現状です。 

自治会の必要性を再認識し、なぜ自治会は必要なのか、なぜ自治会に加入してほしいの

かをしっかり伝えられることが、加入呼びかけ時に相手を説得する決め手になります。 

◆自治会の機能にはこんなものがあります。 
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町内の無関心な人にとって、直接メリットがあり、伝わりやすいのは、防犯・防災関係です。

個人の力だけではどうしようもないような犯罪や災害に立ち向かうには、地域の結束が必要で

す。自治会活動で事前に対策を練るなど、準備を万全にした例、被害を最小限に済ませた例を

紹介します。 

 

 

 

最近、子どもを狙った凶悪な犯罪が多発し、夢と希望を持ち、その実現を求める子どもたち

と、それを願う家族の未来が奪われています。 

そこで、地域ぐるみで子どもたちを犯罪から守ろうと、「子どもの安全見守り隊」が活動し

ています。地域が一丸となり、「犯罪は許さない、子どもたちを守るんだ」という姿勢を示す

ことで、犯罪者が近づきにくい環境を作り上げています。 

 

 

 

 

1995年（平成7年）の阪神・淡路大震災では、倒壊した家屋の下から多くの人々が救出されま

したが、そのほとんどが地域の町内の人々によるものでした。 

2011年（平成23年）の東日本大震災、2016年（平成28年）の熊本地震、2019年（令和元年）

の東日本台風の発生により、改めて「地域の絆」の大切さを痛感しました。 

災害時など“いざというとき”に、まずは「自分たちの身は自分たちで守り、自分たちのま

ちは自分たちで守る」という意識を持ち、お互いに助け合い、地域で行動する自主防災活動を

することは、極めて重要です。 

平時においても、バケツリレーによる消火活動や、高齢者の安否確認、避難誘導、復興活動

は、地域住民自らの自発的な活動により行われ、そして、日ごろからの地域活動、自治会活動

が活発な地域ほど、救出率も高かったと言われています。 

震災後、この震災の教訓を生かし、自治会の地縁組織による自主防災組織の活動が重要視さ

れ、組織体制と機能の強化は全国的に強まっています。 

◆こんな時に自治会が活躍します！！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

TOPICS 
★子どもを守るパトロール活動について 

不審者被害などから子どもを守るパトロール活動を通した、安全で安心して暮らせるまちづく

りのための、自治会、ＰＴＡ、学校、地域の団体が連携した地域コミュニティの運動です。相模原

市では、多くの地域で児童登下校時の見守り活動を行っています。 
 

★自主防災組織について 
自主防災組織とは、「地域住民が自分たちのまちは自分たちで守る」という自覚、連帯

感に基づく、自治会を単位とした組織です。情報伝達網の整備や防災訓練、災害時には初

期消火や救出救護、避難誘導など、被害を予防し軽減するための活動を行っています。 

犯罪を地域で防ぐ【例】 

震災で活躍した地域の結束
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①役員の共通認識、自治会の役割を再確認 
○呼びかけの熱意や誠意を育みましょう。 

○呼びかけを班長や組長だけに押し付けず、役員自ら率先垂範しましょう。 

○加入のメリットは？など想定される質問に答えられるようにしましょう。 

○転入間もない転入者に、輪番を理由に、役員や班長、組長などを押し付けないようにし

ましょう。 

②未加入世帯の把握、調査 
○住宅地図などを参考に未加入世帯の確認 
⇒アパート・マンションの場合は、オーナーや管理人の協力を得ましょう。 

③訪問時の説明資料を用意 
○あいさつ状（新規転入者向け）・加入の案内状、加入申込書の作成 

 ⇒ポイントを押さえ簡潔な文書に。 
○自治会総会資料を用意（会則、事業計画、予算、役員名簿等） 
⇒総会資料は難しいという印象を持たれるので、できるだけ分かり

やすい説明をすることを心がけましょう。 

 ○役員や班長の役割を明確にし、説明できる資料を用意 

  ⇒役員や班長を重荷と感じています。負担を明確に。 

④訪問の方法 

【訪問人数】２～３人 

【訪問時期】 

・新規転入者 ⇒ 居住開始後、間を置かずに訪問 
・既居住者  ⇒ イベント等の開催に合わせて訪問 

【訪問時間帯】 

・相手の応対可能な時間帯を考慮（夜はなるべく訪問しない） 

【携行品】※あいさつ状・案内状の例文、加入申込書 
・新規転入者 ⇒ あいさつ状、加入の案内状、加入申込書、総会の資料（議案書）、 

イベントの案内等、ごみ収集カレンダー等の暮らしの資料 
・既居住者  ⇒ 加入の案内状、加入申込書、総会の資料、イベントの案内等 

【訪問】 
①初回訪問時  ⇒ ５分程度の簡単な説明にとどめる 
②２回目訪問時 ⇒ １週間後。初回の訪問で加入を拒否された場合にも、役員を替え 

るなど工夫して訪問する。 

３ 加入呼びかけの進め方 
自治会に加入してもらうには、訪問前に入念な準備をすることと、的確な加入呼びかけ

をすることが目的達成への近道です。以下のことを意識して、効果的な訪問を行いましょ

う。 

◆呼びかけの手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

訪問前に 

訪問の際に 
加入を強制するような呼びかけではなく

丁寧な対応を心がけましょう。 
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◆アパート・マンション等居住者の加入に向けて 

アパート・マンション等の居住者は、自治会活動に無関心な人が多く、加入の呼びかけに苦慮している

という声をよく耳にします。居住者への粘り強い呼びかけはもちろんで

すが、アパートオーナーや住宅管理業者に、居住者の加入のための協

力を依頼することも必要です。 

また、活動に参加できなくても、居住者は会費を支払うことで、防犯

灯維持費等の共益費用を負担するなど、相互扶助のまちづくりに参画

していることになり、自治会にとっても財源確保につながります。 

Q．学生や短期居住の単身者にはどう勧めるか？ 

A．学生や短期居住の単身者は準会員とし会費を減額する等の特例を設ける。 

※会費の特例について、規約または内規に明記しましょう。規約の変更には総会

の議決が必要です。 

Q．アパートオーナー、住宅管理業者には何を協力してもらうか？ 

A．アパートオーナーや住宅管理業者に加入の必要性を理解していただき、次のような協力をお願いしましょ

う。 

①アパートオーナー自身の加入 
アパートが地域にあることで、オーナー自身にも賛助会員として加入を依頼します。会費は居住者数

に応じた金額や、年間の定額としているところもあります。 

②家賃上乗せ方式 
家賃に自治会費分を上乗せする方式です。既に居住者がいる場合は、協力を引き受けてもらうことは

難しいので、アパート新築の場合などに早めにオーナーに協力を依頼し、あらかじめ自治会費を家賃に

上乗せすることを説明してもらいます。学生や単身者等の場合は、会費を減額すると理解を得られやす

いでしょう。 

③住宅管理業者に直接交渉し、アパート単位での加入を依頼 
学生アパート等には、会費をオーナーに一括して支払っていただくなど、

アパート単位での加入を依頼します。居住者には、入居時に自治会に加

入しているということを伝えているので、自治会に少しでも関心を持ってい

ただければと思います。 

Q．アパートオーナーが分からない場合は？ 

A．アパートの運営や管理は全て住宅管理業者に依頼してオーナーは遠方に住んでいることがあります。こ

の場合は、オーナーに協力依頼の文書を渡してもらうなど、住宅管理業者に協力をお願いすると良いでし

ょう。 

※分譲マンションの場合、建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第69号）第３条に基づき管理組合

を設置し、建物の共有部分の管理を行っています。また、管理組合を母体として自治会を結成している場

合もあります。分譲マンションの自治会結成については、地区自治会連合会で検討していきます。 



40 

４ 加入呼びかけの成功例 
◆実 践 例 １：連 携 により転 入 者 情 報 を早 めにキャッチ!! 

昔は、転入者から自治会長にあいさつに来ましたが、今はそのような時代ではなくなり、待って

いるだけで自治会に加入してくれるということがなくなりました。 

そのため、隣近所の方、またはアパートの場合は大家さんから転入の情報をキャッチし、役員を

中心に積極的な加入の呼びかけを行っています。 

呼びかけ時には、加入案内状、定期総会議案書、会則のほか、緊急時の連絡先や家族の年齢

を把握するための家族構成調査票を配布しています。家族構成調査票によりいただいた情報は

個人情報なので、もちろん自治会内で厳重に管理し、敬老会や見守り活動、子供も参加できるイ

ベントなど特定の目的にのみ使用し、自治会活動以外の目的には使用していません。 
※各調査票の個人情報の管理は、会長と役員等、最小限の人で管理する事が肝要です。 

 
 
 
 

若者、単身者等アパートに住んでいる方には、あまり自治会活動の必要性を感じてもらえず四

苦八苦していますが、粘り強く加入の呼びかけを行っていただくことが望まれます。 

 

◆実 践 例 ２：イベント時 に加 入 を呼 びかけるポスターを掲 示 !! 

自治会の各種イベントの開催時に、加入呼びかけのポスターをアパート入り口の玄関に貼るな

ど、事あるごとに自治会への加入を訴えました。例えば、クリスマス会やもちつき大会のような子

どもに喜ばれるイベントは、親子連れが多く、未加入の世帯も参加しやすいため、力を入れて町

内会の必要性をPR しました。 

それらの呼びかけや訪問がきっかけとなり、次第にコミュニケーションが取れるようになり、１年

という期間はかかったものの、全世帯の加入を実現できました。 

自治会には、色々な考えを持つ人がいますが、たまたまその土地に住むことになった縁で、全

住民が自治会に加入すべきという信念が通じた結果となりました。 

※ポスターをアパート・マンションの入り口や玄関などに貼ることや、加入呼びかけに立ち入る

場合には、住宅管理業者又はオーナーに協力をお願いすることが肝要です。 

大事なのは、自治会に加入してもらえるように 

誠意を持って加入の呼びかけを行うこと。  
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５ 相手の質問にきちんと答えよう 

加入の呼びかけで訪問すると、逆に相手に質問されることがあります。中には鋭い質問で、

答えに詰まってしまうことがあるかもしれません。 

ここでは、住民からの想定質問と回答例をいくつか参考に掲載しましたので、回答できるよう

に心がけるとともに、回答できない質問については会長や役員の方に相談して、後日きちんと

回答しましょう。 

◆一般的な想定質問と回答例 

①加入した場合、どんなメリットがありますか？ 

回答例：地域が安全で、安心して住み続けることができるように、防災訓練、防犯パトロ－ルや

防犯灯の設置・維持管理を行っています。 

 地域の環境美化活動やごみ・資源集積場所の管理など、お住いの地域の環境美化を推

進しています。 

 各種レクリエーション行事の開催や地域団体の育成に努力しています。 

 市や公的団体からの情報提供のほかに、地域で作成する広報紙やチラシなどを配布し

ています。 

 また、道路・側溝・道路防犯灯の新設や修理など、日常生活上の環境整備に係る課題等

が的確に要望できるので、安全・安心なまちづくりにつなげていくことができます。 

 

②自治会に入らないといけないのですか？ 

回答例：自治会への加入は、強制ではありませんが、自治会が管理する防犯灯、ごみ・資源集

積場所など、地域生活に密着した課題などは、個人での解決が難しい場合があります。

このような時は、自治会の役割が必要となるので、ぜひ加入してください。 

③相模原市にはいくつ自治会がありますか？ 

回答例：令和４年４月１日現在、５８９の「単位自治会」があります。 

組織的には、市の一定の地域を２２に区分した 

「地区自治会連合会」があります。単位自治会は 

それぞれの地区自治会連合会に加入しています。 

 

④自治会の地域は何を基準に区切られているのですか？ 

回答例：特に明確な基準はありませんが、町丁別、地区地域の特殊性、開発区域、 

大きな道路を境にするなど、区域の広さ、加入戸数もさまざまです。 

マンションやアパートごとに「自治会」が組織されている場合もあります。 

 

 

 

 地区自治会連合会 
（２２地区連合） 

単位自治会 
    ５８９：単位自治会 

相模原市 
自治会連合会 

よく出る！！ 

よく出る！！ 
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⑤そもそも自治会って何ですか？ 

回答例： たまたま同じ地域に住むことになった方が、相互の親睦を図りながら、防災・防犯活動、

環境美化活動、ごみ・資源集積場所の管理や防犯灯の設置・維持管理など、さまざま

な活動を行うことで、自分たちの地域を住みよいまちにしていくための、自主的な任意

の団体です。 

 

⑥自 治 会 は市 役 所 の関 係 団 体 ではないのですか？ 

回答例： 地区・地域の特殊性のもとに設立された自治会と、行政及び関係団体との相互補完

機能を果たす地縁団体として、相模原市の発展及び地域住民生活の向上、並びにコ

ミュニティの再生に寄与し、“明るく住みよいまちづくり”を目的としています。 このよう

なことから、市から「ごみ資源の日程・出し方」冊子などの配布依頼や、市の事業に協

力することはありますが、市とは別の、地域住民が自主的に結成し、運営している任

意の団体です。 

⑦税金を払っているのだから、市役所が地域のことをしてくれるのではないですか？ 

回答例：住民のニーズが多様化してきたことや、家庭や地域での新たな課題が多くなってきたこ

とで、行政だけでの対応は難しくなってきました。そこで、自治会と行政の役割を分担

しながら、地域の実態に沿った課題の解決に向けて、住民が主体となっ

て取り組むことが求められています。地域での助け合いの取り組みは、

東日本大震災でも証明されたように、行政の手の届かない部分を補う意

味からも必要です。 

地域住民が自ら考え行動することで、きめ細かな“まちづくり”ができると

考えています。 

⑧個人情報は安全に管理していますか？ 

回答例：皆さんから提供いただいた情報は、自治会で定めた目的のみに利用しています。 

また、いただいた情報は自治会長と役員がきちんと管理しています。 

※上記の回答をする場合は、自治会で個人情報の取り扱い方法を“文書化”しておくこと

が必要です。 

⑨自治会費はどのような用途で使われていますか？ ⇒ 各自治会の収支決算書にて説明 

⑩自治会費は月（年）いくらですか？ 

回答例：自治会費は、1ヵ月（1年）○○○円で、毎年総会で事業の承認を得て使用しています。

たとえば、防災機材購入費、防犯灯の設置や維持費、清掃、緑化、防犯パトロール、

夏祭りなど自治会活動に係る費用の支出と、関連団体である老人会や 子ども会など

への助成を行っています。 

⑪自治会費以外の収入はあるのですか？ 

回答例：活動内容に応じて市からの助成として自治会等活動推進奨励金、防犯カメラ設置費補

助金、集団資源回収奨励金、自主防災組織活動事業費補助金、自治会等集会所建設

補助制度等があります。また、自治会の会館収入、イベント等での寄附などもあります。 

 

よく出る！！ 
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⑫自治会費を支払えない場合はどうすれば良いですか？支払えない場合、自治会に入ることは出

来ないのですか？ 

現実に高齢化が進み、年金生活では会費が支払えないといって自治会を退会する方が増え

ているようです。 

回答例：定額制の場合 ⇒ 一度役員会で協議して、後日回答いたします。 

区分制の場合 ⇒ 定額のほかに収入や都合により会費の額を決めているので、普通よ

りも低額で加入することができます。（準会員や、生活保護世帯など） 

※すでに減額等を実施している自治会もあると思いますが、役員会などで減額について

検討し、決めておくといいでしょう。 

⑭自治会に加入していませんが、行事に参加することはできますか？ 

回答例：ぜひ参加してください。行事に参加することで楽しさを知ってい

ただき、隣近所との交流を広げていくことで、加入を検討して

いただきたいと思います。 

 

⑮自治会活動で怪我をした場合はどうなりますか？ 

回答例：市には「市民活動サポート補償制度」が設けてあります。ボランティア活動をしている皆

さんが安心して活動できるように、万一の事故に備えて設けられており、活動中の怪

我は補償されます。詳しくは市役所の市民協働推進課にお問い合わせください。 

さらに、自治会が管理する防犯灯が原因となる事故等に、防犯灯に関する施設賠償

責任保険に市自治会連合会が加入しており、万一の場合は補償されます。 

 

 

⑯自治会が他の自治会や地域の団体などと合同で何か取組をすることはあるのですか？ 

回答例：政令指定都市に相応しい市民協働の“まちづくり”を進めるため、地区自治会連合会、

地区社会福祉協議会、地区民生委員・児童委員協議会、公民館などの地域の活動団

体等で構成し、地域の課題解決や地域活性化に向けた活動の取組の場として市内２

２地区に「まちづくり会議」が設置され、市と地区が“住みよいまちづくり”に向けた課題

などを話し合う「まちづくりを考える懇談会」が開催されます。 

また、不審者に対応した子どもを守る取り組みやパトロール、交通安全の啓発、など、

複数の単位自治会や地域のPTA、交通安全協会、民生・児童委員、商店会などと協力

して行っています。 

また、各地区で行われている「ふるさとまつり」などは、それに代表されます。 
 

◆アパート等居住者（単身者、学生）からの想定質問と回答例 

自治会にとっては、イベント等への学生の参加は、活動の大きな活力となります。ボランティア

に興味があり、地域に貢献したいと思っている学生もいます。是非単身者、学生などにも、根気よ

く加入を呼びかけましょう。 
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① 学生（単身）のため、長くは住まないのですが・・・ 

回答例：自治会で設置している防犯灯は安全の確保につながり、ごみ・

資源集積場所の管理や清掃活動は、住みよい生活につながる

など、自治会活動は気づかないところでみなさんの生活に役立

っています。短期間でも何かの縁で○○町に住むことになった

ので、自治会に加入して仲良くやっていきませんか。 

※（会費が区分制の場合） 

会費については、一部減額できる規定があるので、低額で加入できますよ。 

②単身で帰りも遅く、留守しがちなので、役員にはなれませんが・・・ 

回答例①：恐縮ですが、皆さんお忙しいので班長は１年ごとの持ち回りにしています。 

回答例②：休日の行事のお手伝いだけでもかまいません。 

回答例③：会費を納入していただくだけでも、自治会の運営を行ううえで大変助かります。 

③年間を通じて、いろいろと行事に参加しなければならないのでは？ 

回答例：交流・親睦のために参加して欲しいとは思いますが、基本的に自由参加なので、ご都

合に合わせて参加してください。 

④住民票を前のまちから移していない場合でも加入できますか？ 

回答例：この地域に住んでいる方であれば加入大歓迎です。 

※自治会の取り決め（規約など）がある場合は、それに従ってくだ

さい。 

⑤学生が長期休暇期間中に参加できるような活動はありますか？ 

回答例：自治会での夏祭りや運動会などがありますが、学生には、地域でのボランティア活動

のほか、様々な面で助けてほしいと思っています。 

 

  TOPICS 
★学生への加入呼びかけについて 

自治会にとっては、防災活動やイベント等への学生の参加は、活動の大きな活力となりま

す。近年の学生は、アパート等に一人暮らしをするケースが多いですが、金銭的に余裕がな

い、活動に煩わしさを感じているなどの理由から加入を敬遠しがちなのが実態です。 

一方で、ボランティアに興味があり、地域に貢献したいと思っている学生もいます。そこ

で、学生にも活動に参加してもらうために、会費を減額する等の特例について考慮するほか、

活動内容を十分に周知できる機会を増やすことも、検討してみてはいかがでしょうか。 

よく出る！！ 

よく出る！！ 
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６ 資料集 
◆ 自治会加入のご案内 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

◆ 例：自治会加入申込書 
 

 

  
次のとおり、○○自治会へ入会を申し込みいたします。

班

住所

電話番号

世帯主の方のみフリカナをお願いします。 太枠内記入

続柄 氏名 性別 生年月日 援護の要否

フリカナ→

1 世帯主 男・女 必要・無用

2 必要・無用

3 必要・無用

4 必要・無用

5 必要・無用

6 必要・無用

7 必要・無用

○○自治会長　　殿
平成　　　　年　　　　月　　　　日

←世帯主の方のみフリカナをお願いします。

○○自治会・入会申込書（兼　会員名簿）

英語・中国語・韓国語版パンフレットは、市自治会連合会

ホームページから印刷してご利用ください。 

令和 
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◆ 例：あいさつ状 

令和  年  月  日 

 

新規入会された皆さんへ 

 ○○○○自治会 

 会長 ○ ○ ○ ○ 

 

ごあいさつ 

時下、ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

さて、この度、○○自治会にご入会いただきましたことに対し、○○自治会

を代表して心より歓迎いたします。 

私ども○○自治会は、現在、○○世帯が加入され、住民の親睦と住みよい

地域づくりに取り組んでおります。 

つきましては、一日も早く地域になじみ、隣近所との友好の輪が広がります

よう、○○自治会規約をお届けしますので、ご一読ください。 

下記のとおり諸連絡をするとともに、自治会へのご理解とご協力をお願いい

たします。 

なお、自治会費（月○○○円）は、転入の翌月からいただくことになっていま

すので、念のため申し添えます。 

記 

☆あなたの所属する班は   班で 

☆班長さんは現在     さん（℡        ）です。 

いろいろご不明な点やお困りのことがありましたら、ご遠慮なく班長さんを

経由して自治会役員にお申し出ください。 



発送先所属名

市民協働推進課
危機管理課
緑区役所地域振興課
城山まちづくりセンター
津久井まちづくりセンター
相模湖まちづくりセンター
藤野まちづくりセンター
中央区役所地域振興課
中央６地区まちづくりセン
ター
南区役所地域振興課
交通・地域安全課
資源循環推進課
こども・若者支援課
公園課
津久井地域環境課
水みどり環境課
津久井土木事務所
緑土木事務所
中央土木事務所
南土木事務所
高齢・障害者福祉課
廃棄物指導課
地域包括ケア推進課
緑子育て支援センター
中央子育て支援センター
南子育て支援センター
人権・男女共同参画課
区政推進課
緑区役所区政策課
中央区役所区政策課
南区役所区政策課
消防総務課
青少年学習センター
生涯学習課
スポーツ推進課
健康増進課
市選挙管理委員会事務局
緊急対策課
こども家庭課
生活福祉課
福祉基盤課
河川課
国際課
建築・住まい政策課



問い合わせ先一覧 
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 担当課 電話番号 所在地 

緑 

区役所 

地域振興課 042-775-8801 緑区西橋本 5-3-21 

緑区合同庁舎 5階 橋本まちづくりセンター 042-703-0354 

大沢まちづくりセンター 042-761-2610 緑区大島 1776-5 

城山まちづくりセンター 042-783-8117 
緑区久保沢 1-3-1 

城山総合事務所第 1別館 1 階 

津久井まちづくりセンター 042-780-1403 
緑区中野 633 

津久井総合事務所本館 3階 

相模湖まちづくりセンター 042-684-3240 
緑区与瀬 896 

相模湖総合事務所 2階 

藤野まちづくりセンター 042-687-2119 
緑区小渕 2000 

藤野総合事務所１階 

中央 

区役所 

地域振興課 042-769-9801 中央区中央 2-11-15 

市役所本館 1 階 中央６地区まちづくりセンター 042-707-7049 

大野北まちづくりセンター 042-861-4512 中央区鹿沼台 1-10-20 

田名まちづくりセンター 042-761-6570 中央区田名 4834 

上溝まちづくりセンター 042-762-5626 中央区上溝 7-7-17 

南 

区役所 

地域振興課 042-749-2135 南区相模大野 5-31-1 

南区合同庁舎 4階 大野南まちづくりセンター 042-749-2217 

大野中まちづくりセンター 042-741-6695 南区古淵 3-21-1 

麻溝まちづくりセンター 042-778-2381 南区下溝 594-6 

新磯まちづくりセンター 046-251-5242 南区磯部 916-3 

相模台まちづくりセンター 042-744-3148 南区相模台 1-13-5 

相武台まちづくりセンター 046-254-3755 南区新磯野 4-1-3 

東林まちづくりセンター 042-744-5187 南区相南 1-10-10 

市役所 

市民協働推進課 042-769-8226 
中央区中央 2-11-15 

第 2 別館 4階 

交通・地域安全課 

・防犯活動物品補助金 

・防犯カメラ設置費補助金 

・交通安全教室、防犯講習会 など 

042-769-8229 
中央区中央 2-11-15 

第 2 別館 4階 

危機管理課 

・防災マイスター制度 

・自主防災組織について など 

042-769-8208 
中央区中央 2-2-15 

消防指令センター3階 

廃棄物指導課 

・自治会活動に伴うごみ など 
042-769-8358 

中央区中央 2-11-15 

本館 5階 

防犯灯コールセンター 

・市管理防犯灯の不点灯などを連絡 
042-756-2971 

相模原電気工事組合 

住宅電気工事センター内 

こども・若者支援課 

・子どもの広場助成制度 など 
042-769-8370 

中央区中央 2-11-15 

本館 4階 
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【地域包括支援センター】 

担当地区 名称 電話番号 所在地 

緑 区 

橋本 橋本地域包括支援センター 042-773-5812 緑区西橋本 3-1-14 

相原 相原地域包括支援センター 042-703-5088 緑区二本松 3-4-7 

大沢 大沢地域包括支援センター 042-760-1210 
緑区大島 1556（特別養護老人ホ

ーム中の郷ユニット型内） 

城山 城山地域包括支援センター 042-783-0030 
緑区久保沢 1-3-1（城山総合事

務所第 1 別館 1階） 

津久井 津久井地域包括支援センター 042-780-5790 緑区中野 966-5 

相模湖 相模湖地域包括支援センター 042-684-9065 
緑区与瀬 896 

（相模湖総合事務所 1 階） 

藤野 藤野地域包括支援センター 042-686-6705 
緑区小渕 2000 

（藤野総合事務所 4階） 

中 央 区 

小山 小山地域包括支援センター 042-771-3381 中央区宮下 1-1-21 

清新 清新地域包括支援センター 042-707-0822 中央区清新 3-6-1 

横山 横山地域包括支援センター 042-751-6662 
中央区横山台 1-2-15 

グリーンハイム 1 階 

中央 中央地域包括支援センター 042-730-3886 
中央区千代田 1-6-2 

アスカマンション 1-C 号室 

星が丘 星が丘地域包括支援センター 042-758-7719 中央区千代田 5-3-19 

光が丘 光が丘地域包括支援センター 042-750-1067 
中央区光が丘 2-18-87 

（光が丘ふれあいセンター内） 

大野北の 

一部 
大野北第１地域包括支援センター 042-704-9551 

中央区淵野辺 3-20-15 

淵野辺コート１階 

大野北の 

一部 
大野北第２地域包括支援センター 042-768-2195 

中央区鹿沼台 1-3-17 

ヴィアーレ鹿沼台 1-C 

田名 田名地域包括支援センター 042-764-6831 
中央区田名 1262-5 

D+STYLE 上田名ビル 1 階 

上溝 上溝地域包括支援センター 042-760-7055 中央区上溝 7-16-13 
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【地域包括支援センター】 

担当地区 名称 電話番号 所在地 

南 区 

大野中 大野中地域包括支援センター 042-701-0511 
南区古淵 3-28-1 

ランバーパート 6 1 階 

大沼 大沼地域包括支援センター 042-705-5435 
南区若松 4-17-13 

ソフィアビル 1階 

大野台 大野台地域包括支援センター 042-758-8278 南区大野台 5-25-10 

大野南 大野南地域包括支援センター 042-767-3701 
南区相模大野 3-1-33 

丸徳ビル 1階 7号 

上鶴間 上鶴間地域包括支援センター 042-767-2731 南区上鶴間本町 6-28-14 

麻溝 麻溝地域包括支援センター 042-777-6858 
南区下溝 756-6 

（三和麻溝店 B館 3階） 

新磯 新磯地域包括支援センター 046-252-7646 
南区新戸 1716（新戸デイサービ

スセンター内） 

相模台の 

一部 
相模台第１地域包括支援センター 042-767-3888 

南区南台 5-12-21 

品田ビル 1-A 

相模台の 

一部 
相模台第２地域包括支援センター 042-741-6665 

南区麻溝台 6-26-4 

旭マンション 1階 

相武台 相武台地域包括支援センター 046-206-5571 
南区新磯野 4-1-3（相武台まち

づくりセンター・公民館内） 

東林の 

一部 
東林第１地域包括支援センター 042-740-7708 南区東林間 5-5-1 

東林の 

一部 
東林第２地域包括支援センター 042-705-8278 南区相南 1-7-17 
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相模原市自治会連合会規約 

 

 （名称及び事務所） 

第１条 この会は、相模原市自治会連合会（以下「本会」という。）といい、事務所を相模原

市中央区富士見６丁目６番２３号けやき会館内に置く。 

 （組織） 

第２条 本会は、相模原市内の地域住民の自治組織である自治会及び当該自治会が一定の地

域で組織する地区自治会連合会（以下「自治会」という。）をもって組織する。 

 （目的） 

第３条 本会は、自治会相互の緊密な連携を図り、住民福祉の向上と自治会の円滑な運営を

促進し、良好な地域社会の発展に寄与することを目的とする。 

 （事業） 

第４条 本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

(1) 住民の福祉向上に関すること。 

 (2) 自治会の運営に対する協力、援助に関すること。 

 (3) 自治会に共通する課題についての調査研究に関すること。 

 (4) 会員相互の親睦及び連帯意識の高揚に関すること。 

 (5) 相模原市その他の団体とのパートナーシップによる連携及び協力に関すること。 

 (6) その他目的達成に必要な事業に関すること。 

 （役員） 

第５条 本会に、次の役員を置く。 

 (1) 会長  １名 

 (2) 副会長 ３名 

 (3) 会計  １名 

 (4) 監事  ２名 

 （役員の職務） 
第６条 会長は、本会を代表し、会務を総括する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 
３ 会計は、本会の会計を処理する。 

４ 監事は、本会の会計を監査する。 

 （役員の選出） 

第７条 会長、副会長、会計、監事は、理事会において、理事の中から互選又は推せんによ

り選出する。 

（任期等） 

第８条 会長の任期は１期２年とする。ただし、１期を限度として再任することができる。 
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２ 副会長、会計及び監事の任期は１期２年とする。ただし、同一役職については１期を限

度として再任することができる。 

３ 前２項ただし書きの規定にかかわらず、本会の適切な運営のために役員が同一役職とし

て２期を超えて在任することが必要であると理事会が認める場合には、１期を限度として

再任することができる。 

４ 欠員により選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （理事） 

第９条 本会に理事を置く。 

２ 理事は、地区自治会連合会長をもって充てる。 

３ 理事は、本会の事業の執行、運営の協議にあたる。 

 （委員） 

第１０条 本会に委員を置く。 

２ 委員の定数は、別表のとおりとし、地区自治会連合会が適宜な方法により選出した者を

もって充てる。 

３ 委員の任期は１年とし、再任は妨げない。また、欠員により選任された委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

４ 理事は、委員を兼ねることができない。 

 （会議） 

第１１条 本会の会議は、総会、理事会及び役員会とする。 

 （総会） 

第１２条 総会は、委員をもって構成し、次の事項を審議する。 

 (1) 規約の制定及び改廃に関すること。 

 (2) 事業計画及び予算を決定し、並びに決算を認定すること。 

 (3) その他理事会が必要と認める事項を決定すること。 

（理事会） 

第１３条 理事会は、理事をもって構成し、次の事項を協議し、執行する。 

 (1) 総会で決定された事項を処理すること。 

 (2) 本会の運営上、必要な事項を企画立案すること。 

 (3) 理事会に委任された事項を処理すること。 

 (4) 必要と認める規程及び要綱を設け、又は改廃すること。 

 （役員会） 

第１４条 役員会は、役員をもって構成し、次の事項を協議する。 

 (1) 理事会へ提出の議案を立案すること。 

 (2) 緊急事項を処理すること。 
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 (3) その他会長が必要と認めた事項 

 （専決処分） 

第１５条 前３条の各会議に規定する事項等で緊急を要するものは、会長はこれを専決処分

することができる。 

２ 前項の規定により専決処分した事項については、次の総会又は理事会若しくは役員会に

おいて報告し、その承認を求めなければならない。 

 （総会の招集等） 

第１６条 定期総会は、毎年１回年度初めに開催する。 

２ 臨時総会は、会長が必要と認めたとき又は委員の３分の１以上より請求があったときに、

会長が招集する。 

３ 総会の議長は、委員の互選により選出する。 

（理事会の招集等） 

第１７条 理事会は、必要に応じ会長が招集し、会長が議長となる。 

 （役員会の招集等） 

第１８条 役員会は、必要に応じ会長が招集し、会長が議長となる。 

 （会議の成立等） 

第１９条 会議はすべて構成員の２分の１以上の出席（出席者への委任を行った者若しくは

あらかじめ通知された事項について書面をもって表決した者の数を出席者に加えるものと

する。）がなければ開くことはできない。 

２ 議事は、出席者の過半数の同意によって決定し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろとする。 

（部会） 

第２０条 本会に、次の部会を設ける。 
名 称 調 査 研 究 事 項 等                                             

総務部会 本会及び自治会の組織、運営等に関すること。 

広報部会 本会の活動等の広報及び公聴に関すること。 

防災安全部会 本会及び自治会の防犯、防災及び交通等に関すること。 

２ 前項に掲げる部会のほか、理事会が必要があると認めたときは、特別部会を設けること

ができる。 

３ 各部会は、理事及び委員をもって組織する。 

４ 部会に属する理事は、理事会の同意を得て会長が委嘱するものとし、部会に属する委員

は、地区自治会連合会において適宜な方法により選出されたもの１人を会長が委嘱するも

のとする。 
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５ 部会に部会長及び副部会長を置き、部会に属する理事が互選する。 

６ 部会長は、部会の会務を総括し、副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき

はその職務を代理する。 

７ 部会長は、部会において調査研究した事項等を理事会に報告しなければならない。 

８ 会長は、部会の会議に出席し、意見を述べることができる。 

 （連絡会） 

第２１条 本会に、次の連絡会を置く。 

(1) 緑区連絡会 

(2) 中央区連絡会 

(3) 南区連絡会 

２ 各連絡会は、その区に属する理事をもって構成する。 

３ 連絡会には、座長が必要と認めた場合は、他の区に属する理事が出席できるものとする。 

４ 連絡会の座長は、副会長をもって充て、会を代表する。 

５ 座長の任期は２年とし、再任は妨げない。 

６ 連絡会の結果は理事会に報告するものとし、決議事項は理事会の承認を得ることにより、

その効力を発するものとする。 

 （事務局）  

第２２条 本会の事務を処理するため、本会に事務局を置く。 

２ 事務局には、会の事業及び運営を効率的に行うため、会長を除く役員の中から事務局長

を置く。 

 （経費） 

第２３条 本会の経費は、会費、補助金その他の収入をもって充てる。 

 （会計年度） 

第２４条 本会の会計年度は、４月１日から始まり、翌年３月３１日をもって終わる。 

（委任） 

第２５条 この規約に定めるもののほか、本会の運営に必要な事項は理事会で定める。 

    附 則 

この規約は、昭和４４年６月２８日から施行する。 

   附 則 

この規約は、昭和４６年６月１９日から施行し、昭和４５年１１月１日から適用する。 

  附 則 

この規約は、昭和４７年６月１７日から施行する。 

    附 則 

この規約は、昭和５０年４月１日から施行する。 
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    附 則 

この規約は、昭和５６年４月１日から施行する。 

    附 則 

この規約は、昭和６２年６月１３日から施行し、昭和６２年４月１日から適用する。ただ

し、第８条第１項の規定は、平成元年４月１日から適用する。 

    附 則 

この規約は、平成２年６月１６日から施行し、平成２年４月１日から適用する。 

附 則 

この規約は、平成１６年６月１２日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。ただ

し、別表(第１０条関係)の規定は、平成１７年４月１日から適用する。 

    附 則 

この規約は、平成２０年４月１日から施行する。 

    附 則 

この規約は、平成２２年６月５日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

    附 則 

この規約は、平成２６年６月７日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

    附 則 

 この規約は、平成２７年６月６日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

附 則 

この規約は、令和２年６月５日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

 別表 (第１０条関係) 

地 区 自 治 会 連 合 会 加 入 世 帯 数 
    委 員 定 数  (人) 

 均等割 世帯割 合 計 

５，０００世帯未満                 ３ １ ４ 

５，０００世帯以上１０，０００世帯未満 ３ ２ ５ 

１０，０００世帯以上１５，０００世帯未満 ３ ３ ６ 

１５，０００世帯以上 ３ ４ ７ 
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相模原市自治会連合会地域活動功労者感謝状贈呈要領 

 

１ 趣 旨 

  この要領は、地域住民の福祉向上や地域社会の発展のために尽力された個人又は団

体に対し、感謝状と記念品を贈呈し、活発な地域活動を推進することを目的とする。 

 

２ 表彰の方法 

  会長から感謝状及び記念品を贈り、表彰を行う。 

 

３ 表彰の対象 

  表彰の対象は、次の各号に定める個人及び団体とする。 

（１）個人 

  ア 地区自治会連合会会長として１年以上在任し、その功績が顕著なもの 

  イ 自治会長として２年以上在任し、その功績が顕著なもの 

  ウ 地区自治会連合会役員として２年以上在任し、その功績が顕著なもの 

  エ 自治会役員として６年以上在任し、その功績が顕著なもの 

  オ 前各号のほか、市自治会連合会の活動に関し、特に功績が顕著なもの 

 （２）団体 

    地域活動の推進に関し、その功績が顕著な団体。 

４ 被表彰者の推薦 

  各地区自治会連合会会長が会長に推薦を行う。 

５ 被表彰者の選考 

  被表彰者の選考は、各地区自治会連合会会長から推薦のあった候補者の 

中から役員会で審査し選考する。 

６ 被表彰者の決定 

  会長は、役員会の選考に基づき、被表彰者を決定する。 

７ 表彰の時期 

  表彰は、毎年１回、贈呈式において贈呈する。 

８ 再表彰 

  この要領により表彰を受けた者は、更にその事由が生じたものとしても 

 重ねて表彰することができない。 

９ 委 任 

  この要領に定めるもののほか、必要な事項は役員会に諮り定める。 

   附 則 

この要領は平成１１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は令和５年４月１日から施行する。 
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相模原市自治会連合会見舞金等規程 
 
  相模原市自治会連合会の見舞金等に関する金品の贈呈は、次に定めるところによる。 

 

１ 慶弔金等 

  相模原市自治会連合会理事及び単位自治会長等が死亡したときは、次に定めるところにより

慶弔金等を贈呈する。 

 
本  人 

配偶者及び同居の 

一親等の親族 

理  事 10,000 円 10,000 円 

自治会長 5,000 円  

２ 見舞金 

  相模原市自治会連合会理事が負傷又は疾病により、７日以上入院又は自宅療養を必要とする

場合には 10，000 円の見舞金を贈呈する。 

３ 返礼の取り扱い 

  本会は、この規程による見舞金等に対する返礼金品は受けないこととする。 

４ その他 

  この規程に定めのない事例で疑義が生じたときは、会長や役員会に諮り定めるものとする。 

 

（附） 

この取り扱いについては、昭和 46 年 12 月 16 日から実施する。 

（附） 

この取り扱いについては、昭和 47 年 6 月 7 日から実施する。 

（附） 

この取り扱いについては、昭和 50 年 4 月 1 日から実施する。 

（附） 

この取り扱いについては、昭和 59 年 4 月 18 日から実施する。 

（附） 

この取り扱いについては、昭和 62 年 10 月 21 日から実施する。 

（附） 

この取り扱いについては、平成 8 年 5 月 23 日から実施する。 

（附） 

この取り扱いについては、平成 16 年 4 月１日から実施する。 

（附） 

この取り扱いについては、平成 25 年 4 月１日から実施する。 

（附） 

この取り扱いについては、平成 29 年 4 月 1 日から実施する。 
（附） 

この取り扱いについては、令和 3 年 4 月 1 日から実施する。 
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